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令和６年能登半島地震に係る保健医療部の人的支援の状況について 
 

保健医療部 

 

令和６年１月１日に石川県能登半島で発生した地震に関して、厚生労働省から派遣

依頼があり、以下（１）～（４）のとおり対応。 

 

（１）災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT） 

派遣期間 １月６日から 30 日まで 

派遣者数等 

・県職員 20 名（１班５名×４班）を派遣 

・１班当たり概ね１週間ごとに交代 

・１班５名の内訳：医師１名・保健師２名・ロジ２名 

派遣先 能登町 

活動内容 
被災情報等の収集及び分析評価、保健医療福祉活動チームの受援

調整支援 等 

その他 DHEAT の派遣は、本県としては初の事例 

 

（２）災害派遣医療チーム（DMAT） 

派遣期間 ①１月６日から９日まで ②１月 18 日から２月４日まで 

派遣者数等 

①・計 14 チーム、66 名を派遣 

 ・66 名のうち県職員（県立中央病院職員）５名 

 ・14 チームが同時期に活動 

②・計９チーム、42 名を派遣 

 ・42 名のうち県職員（県立中央病院職員）６名 

 ・１チーム当たり概ね２日ごとに交代 

派遣先 ①珠洲市、輪島市、能登町、穴水町、七尾市 ②珠洲市 

活動内容 
石川県 DMAT 調整本部における本部活動支援、患者搬送、発熱外

来対応 等 

その他 
１チーム当たりの基本構成は①、②ともに４名（医師１名・看護

師２名・ロジ１名）だが、班の実情に応じて増減あり 

 

（３）DMAT ロジスティクスチーム隊員 

派遣期間 １月 16 日から２月 20 日まで 

派遣者数等 

・８名を派遣 

・８名のうち県職員（県立中央病院職員）２名 

・１名単位で断続的に派遣 

派遣先 珠洲市、能登町、穴水町 

活動内容 石川県 DMAT 調整本部における病院支援、情報収集 等 
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（４）保健師等 

派遣期間 １月８日から３月１日まで 

派遣者数等 

・52 名（１班４名×13 班）の職員を派遣 

・52 名のうち県職員 27 名 

・１班当たり６日間ごとに交代 

・１班４名の内訳：保健師３名（県保健師１名、市町村保健師２

名）・ロジ１名 

派遣先 輪島市 

活動内容 避難所等における住民の健康支援や感染症対策等 

 

 

【参考１】時期別派遣状況 

 １月 ２月 ３月 

上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 

DHEAT 

       

DMAT 

       

DMAT ロジ 

スティクス 

チーム隊員 

       

保健師等 

       

 

 

1/6～30 

 1/6～9 1/18～2/4 

1/16～2/20 

1/8～3/1 
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【参考２】地域別派遣状況

珠洲市

【DHEAT】
輪島市

【DMAT】
県立中央病院、土浦協同病院、筑波メディカルセンター病院、
西南医療センター、水戸医療センター、県立中央病院、
ひたちなか総合病院・日立総合病院、神栖済生会病院、
土浦協同病院、筑波記念病院、つくばセントラル病院、
牛久愛和総合病院、西部メディカルセンター

【DMATロジ隊員】
水戸医療センター、県立中央病院、取手医師会病院、
西部メディカルセンター

能登町

穴水町

金沢市

七尾市

【DMAT】
水戸赤十字病院、水戸医療センター、
城西病院

【DMAT】
日立総合病院

【DMATロジ隊員】
西南医療センター

【DMAT】
水戸済生会総合病院、筑波大学附属病院①②、
JAとりで総合医療センター、牛久愛和総合病院【DMAT】

つくばセントラル病院
【DMATロジ隊員】
筑波大学附属病院

【保健師等】
水戸市、日立市、土浦市、
下妻市、常総市、
常陸太田市、笠間市、
取手市、牛久市、つくば市、
鹿嶋市、守谷市、
常陸大宮市、那珂市、
筑西市、桜川市、神栖市、
行方市、鉾田市、
小美玉市、大洗町、城里町、
八千代町、利根町

（凡例：DMAT派遣）
赤字：１／６～９ 青字：１／18～２／４
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第４期茨城県医療費適正化計画（案）について 
 

保健医療部保健政策課 

 

１ 策定根拠 

本計画は高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律第 80 号）第９条第１項に

基づく医療費適正化計画である。 

 

２ 策定方針 

現行の計画（第３期）が 2023(令和５)年度をもって終了することから、国が定める方

針に基づき、次期計画（第４期）を策定する。 

 

３ 計画期間 

2024(令和６)年４月１日～2030(令和 12)年３月 31 日（６年間） 

 

４ 計画内容 

（１）住民の健康の保持の推進 

  ① 特定健康診査の実施率向上 

② 特定保健指導の実施率向上 

  ③ メタボリックシンドローム該当者及び予備群の減少 

  ④ たばこ対策の推進 

  ⑤ 予防接種の普及啓発の推進 

  ⑥ 糖尿病の重症化予防の推進 

  ⑦ 高齢者の心身機能の低下等に起因した疾病予防・介護予防の推進 

（２）医療の効率的な提供の推進 

  ① 病床機能の分化及び連携の推進 

② 後発医薬品及びバイオ後続品の使用促進 

  ③ 医薬品の適正使用の推進 

 ※上記の取組により 165 億円の医療費適正化効果を見込む。 

 

５ 策定スケジュール 

2024(令和６)年２月３日～３月３日 パブリックコメントの実施 

2024(令和６)年３月11日 医療費適正化計画策定委員会における最終案検討 

2024(令和６)年３月下旬 第４期茨城県医療費適正化計画策定・公表 
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第４期茨城県医療費適正化計画の概要 

根拠法 高齢者の医療の確保に関する法律第９条第１項 

計画策定の趣旨 
国民皆保険の下、誰もが安心して医療を受けることができる体制を保持するた

め、高齢者の医療費を中心に、医療費が過度に増大しないようにする。 

基本理念 

○ 県民の生活の質の維持及び向上 

茨城県における今後の健康と医療の在り方を展望し、県民の生活の質を確

保・向上する形で、良質かつ適切な医療の効率化を目指す。 

○ 今後の人口構造の変化への対応   

人口減少に対応した医療保険制度・介護保険制度の持続可能性を高めていく

ため、限りある地域の社会資源を効果的・効率的に活用し、医療費適正化を図

る。 

○ 目標及び施策の達成状況等の評価の適切な実施 

施策の柱 
① 住民の健康の保持の推進 （特定健康診査、特定保健指導の実施率向上等） 

② 医療の効率的な提供の推進（後発医薬品の使用促進等） 

 

第４期茨城県医療費適正化計画 【計画期間：2024(R6)～2029(R11)年度】 

 

１ 住民の健康の保持の推進 

 現行値 目標値 今後の主な取組 

特定健康診査の実施率 
54.8％ 

(2021) 

70％ 

(2029) ・保険者による特定健康診査・特定保健

指導の促進 

・保険者協議会と連携した取組の推進 

・生活習慣病予防のための普及・啓発を

促進 

特定保健指導の実施率 
22.7％ 

(2021) 

45％ 

(2029) 

メタボリックシンドロームの 

該当者及び予備群の減少率 

(特定保健指導対象者の減少) 

13.9％ 

(2021) 

25％ 

(2029) 

20 歳以上の者の喫煙率 

男性 25.6％ 

女性 6.9％ 

(2022) 

男性 18.8％ 

女性 5.5％ 

(2029) 

・たばこの健康リスクに関する知識の普及  

・禁煙支援に係る情報提供等 

・受動喫煙防止対策の推進 

予防接種の普及啓発の推進 ― 
・予防接種機会の安定的な確保 

・予防接種に関する正しい情報の普及啓発  

糖尿病性腎症による 

新規人工透析導入者数 

383 人 

(2021) 

364 人 

(2029) 

・重症化リスクの高い未受診、治療中断

者への受診勧奨や通院患者への保健

指導促進 

・医療機関同士の連携による合併症の

早期発見・重症化予防を推進 

80 歳で 20本以上の自分の

歯を持つ者の割合 

(76～84 歳) 

46.2％ 

(2022) 

53.1％ 

(2029) 

・むし歯や歯周病予防対策の推進 

・歯周病と喫煙、全身疾患との関係等に

関する普及啓発 

ＢＭＩ20以下の 

高齢者の割合 

65～74 歳：

16.4％

(2021) 

 

75 歳以上：

19.1％

(2022) 

増加抑制 

(2029) 

・食生活改善推進員の活動における介

護予防に係る普及啓発 

・ロコモティブシンドロームやフレイルに

関する知識と予防方法の普及啓発 

・市町村が実施する介護予防・日常生活

支援総合支援事業において効果的な

取組ができるための支援 
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２ 医療の効率的な提供の推進 

 現行値 目標値 今後の主な取組 

後発医薬品の使用促進 
83.0％ 

(2022) 

80％以上

(数量シェア)

を維持 

(2029) 

・県民や医療関係者の理解を深めるため

の啓発強化 

・後発医薬品の使用促進に係る環境整備 バイオ後続品に 80％以

上(数量シェア)置き換わ

った成分数 

－ 

全体成分数

の 60％以上 

(2029) 

訪問薬剤管理指導を 

実施している薬局数 

＊人口 10万対 

20.8 箇所

(2022) 

24.1 箇所 

(2029) 

・かかりつけ薬剤師、薬局の普及促進 

・県民に対し医薬品適正使用に向けた啓発 

 

【計画期間における医療費の見通し】 

 2029(R11)年度（計画期間最終年度）において 165 億円の医療費適正化効果を試算 
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第２期茨城県国民健康保険運営方針（案）について 
 

保健医療部保健政策課 

 

１ 策定根拠 

本計画は国民健康保険法（昭和 33 年法律第 192 号）第 82 条の２に基づく国民健康保

険運営方針である。 

 

２ 策定方針 

2024(令和６)年４月から施行される改正後の国民健康保険法等の趣旨を踏まえ、次期

方針（第２期）を策定する。 

 

３ 対象期間 

2024(令和６)年４月１日～2030(令和12)年３月31日（６年間） 

 

４ 内容 

県が県内市町村と共通認識に基づき国民健康保険を運営するとともに、市町村が、事

業の広域化や効率化を推進できるよう本県における統一的な方針として以下の事項を定

めている。 

（１）安定的な財政運営 

（２）市町村標準保険料率の算定方法及びその水準の平準化 

（３）保険料の徴収の適正な実施 

（４）保険給付の適正な実施 

（５）県及び市町村が行う国民健康保険の安定的な財政運営及び被保険者の健康の保持の

推進のために必要と認める医療費の適正化の取組 

（６）市町村が担う事務の広域的及び効率的な運営の推進 

（７）保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策との連携 

（８）市町村等との連携強化 

 

５ 策定スケジュール 

2024(令和６)年２月 16 日 市町村国保連携会議における検討 

2024(令和６)年２月 27 日 茨城県国民健康保険運営協議会の答申 

2024(令和６)年３月下旬 第２期茨城県国民健康保険運営方針策定・公表 
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第２期茨城県国民健康保険運営方針（案）の概要 

 

１ 方針の基本的事項 

根拠法 国民健康保険法（昭和 33 年法律第 192 号）第 82 条の２ 

策定の趣旨 

県が市町村とともに行う国民健康保険の運営について、県と市町

村が共通認識の下で保険者の事務を実施するとともに、市町村が事

業の広域化や効率化を推進するための統一的な方針として策定。 

策定の方針 
2024(令和６)年４月から施行される改正後の国民健康保険法等

の趣旨を踏まえ策定。 

対象期間及び 

見直しの時期 

2024(令和６)年４月１日～2030(令和12)年３月31日（６年間） 

※３年を目安に見直し 

 

２ 市町村国保の現状 

（１）被保険者の状況 

① 世帯数及び被保険者数(2022(令和４)年度) 

・県内の被保険者世帯数：404,345 世帯(前年度比 2.27％減) 

・被 保 険 者 数：628,475 人 (前年度比 3.91％減)  

② 被保険者の年齢構成(2022(令和４)年度) 

・県内の被保険者に占める 60 歳以上の割合：54.7％。 

（２）医療費の動向と将来の見通し 

・医療費総額は減少傾向である一方、１人当たり医療費は増加傾向 

 2022(令和４)年度 2025(令和７)年度

(見込) 

2030(令和12)年度

(見込) 

医療費総額 220,675 百万円 199,697 百万円 177,634 百万円 

１人当たり医療費 351,129 円 364,534 円 394,453 円 

 

３ 取組内容 

（１）安定的な財政運営 

  ○解消・削減すべき赤字の範囲の設定  ○赤字解消・削減の取組 

（２）市町村標準保険料率の算定方法及びその水準の平準化 

  ○標準保険料率の算定方式  ○標準的な収納率の設定 

○保険料の水準の統一に向けた検討 

（３）保険料の徴収の適正な実施 

  ○収納率目標の設定  ○収納対策の強化 

（４）保険給付の適正な実施 

  ○保険給付の点検の充実強化  ○第三者求償事務の取組強化 

  ○高額療養費の多数回該当の取扱いの標準化  ○不正利得の回収 

○保険者間調整の普及・促進 
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（５）県及び市町村が行う国民健康保険の安定的な財政運営及び被保険者の健康の保持の

推進のために必要と認める医療費の適正化の取組 

  ○医療費適正化計画の実行  ○特定健康診査・特定保健指導の実施率向上 

  ○データヘルス計画に基づいた保健事業の展開  ○後発医薬品の普及促進 

  ○適切な医療費通知の送付 

（６）市町村が担う事務の広域的及び効率的な運営の推進 

  ○標準化する事務 

（７）保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策との連携 

  ○茨城型地域包括ケアシステムへの参画  ○関連計画との連携 

（８）市町村等との連携強化 

  ○連携会議の開催  ○会議・研修会の開催  ○被用者保険等との連携 
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茨城県総合がん対策推進計画－第五次計画－（案）について 
 

保健医療部健康推進課 

 

１ 策定根拠 

本計画は、がん対策基本法（平成18年法律第98号）第12条第１項に基づく都道府県がん

対策推進計画である。 

 

２ 策定方針 

現行計画（第四次計画）が2023(令和５)年度をもって終了することから、国が定めた第

４期がん対策推進基本計画の内容や、県の現行計画の実施状況の評価、「茨城県がん検診

を推進し，がんと向き合うための県民参療条例」の趣旨を踏まえ、次期第五次計画を策定

する。 

※国の第４期計画は、2023(令和５)年３月28日に閣議決定。 

 

３ 計画期間 

2024(令和６)年度～2029(令和11)年度（６年間） 

 

４ 計画内容 

（１）全体目標 

○ 科学的根拠に基づくがん予防・がん検診の充実 

○ 患者本位で持続可能ながん医療の提供 

○ がんとともに尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築 

（２）重点課題 

〇 県民の健康意識の向上によるがんの早期発見、早期治療の促進 

〇 がん医療提供体制の整備（新設） 

〇 生活支援体制の整備 

（３）その他の取組 

○ 感染症、災害時等の対策（新設） 

〇 デジタル化の推進（新設） 

（４）施策の各論 

○ がん教育とがん予防 

○ がん検診と精度管理 

○ がん医療提供体制と生活支援 

○ がん登録とがん研究 

 

５ 策定スケジュール 

2024(令和６)年２月５日～26日 パブリックコメントの実施 

2024(令和６)年３月中旬 総合がん対策推進会議において意見聴取 

2024(令和６)年３月下旬 庁議にて計画決定 
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茨城県総合がん対策推進計画―第五次計画―（案）の概要 

○がんに関する正しい知識の普及 

○がん予防対策の推進 

○院内がん登録の推進 

○がん登録情報の利活用 

○がん研究の推進 

○検診受診率の向上 

 【主な目標】がん検診受診率の向上（目標値：60％） 

○検診精度の向上 

○科学的根拠に基づくがん検診の実施 

 

 

 

 
 

Ⅰ がん医療提供体制の整備 

○がん医療提供体制の構築 

（がん診療連携拠点病院等におけるがん診療の役割分担及び拠点形

成についての検討 等） 

○がん治療体制の充実とチーム医療の推進 

 
Ⅱ がんと診断された時からの緩和ケアの推進 

○基本的緩和ケアの推進 

○専門的緩和ケアの提供体制 

○在宅緩和ケア提供体制 

○県民への普及啓発について 

Ⅲ 生活支援体制の整備 

○がんに関する相談支援体制の整備（AYA世代の相談体制の整備等）  

○がん患者の離職防止や再就職のための就労支援体制の整備 

○生活者の視点に立った相談支援体制の整備 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
第１章 
がん教育と 
がん予防 

第２章 
がん検診と 
精度管理 

第３章 
がん医療 
提供体制と 
生活支援 

第４章 
がん登録と 
がん研究 

 

 

 

 

 

各 

 

 

 

論 

 

 

 

総 

 

 

論 

○科学的根拠に基づくがん予防・がん検診の充実 

〇患者本位で持続可能ながん医療の提供 

〇がんとともに尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築 

【評価指標】75 歳未満のがんによる年齢調整死亡率の減少（目標値：60.6） 

【評価指標】現在自分らしい日常生活を送れると感じる患者の割合（目標値：80％） 

〇県民の健康意識の向上によるがんの早期発見、早期治療の促進 

〇がん医療提供体制の整備（新設） 

〇生活支援体制の整備 

〇感染症、災害時等の対策（新設） 

〇デジタル化の推進（新設） 

 
全体目標 

 

その他の取組 

 「がんを知り 共に生きる」～全ての県民の参療を目指して～ スローガン 

重点的に取り
組むべき課題 

 令和６（2024）年度～令和 11（2029）年度【６年間】 計画期間 
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第４次健康いばらき 21プラン（案）について 

 

保健医療部健康推進課 

 

１ 策定根拠 

本計画は、以下の法等に基づき一体的に策定される計画である。 

・健康増進法に基づく法定計画（都道府県健康増進計画） 

・茨城県歯と口腔の健康づくり 8020・6424 推進条例に基づく歯科保健計画 

・食育基本法に基づく法定計画（都道府県食育推進計画） 

 

２ 策定方針 

現行計画（第３次）が 2023(令和５)年度をもって終了することから、茨城県総合計画

や国の方針、県の現行計画の実施状況の評価を踏まえ、本県の健康づくり施策を総合的

かつ計画的に推進する。 

 

３ 計画期間 

2024(令和６)年度～2035(令和 17)年度（12 年間） 

なお、2029(令和 11)年度に中間評価を実施し、施策の方向性等改めて検討予定 

 

４ 計画内容 

県民の主体的な取組と関係機関等が連携した事業展開により、総合的、効果的な健康

づくりの取組を推進する。 

（１）基本目標 

すべての県民が健康で明るく元気に暮らせる社会の実現 

（２）施策の柱 

第１章 生活習慣の改善 

第２章 生活習慣病の発症予防及び重症化予防 

第３章 歯科口腔保健の推進 

第４章 食育の推進 

第５章 健康を支え、守るための社会環境の整備 

（３）策定のポイント 

① 個人の行動と健康状態の改善及び社会環境の整備や質の向上による健康寿命の延伸 

② 人の生涯を経時的に捉えた健康づくりの観点を踏まえた取組の推進 

③ 特に働く世代の人々に対する、生活習慣病発症及び重症化予防の取組を強化 

 

５ 策定スケジュール 

2024(令和６)年２月５日～26日 パブリックコメントの実施 

2024(令和６)年３月下旬 医療審議会報告・庁議にて計画決定 
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第
４
次
健
康
い
ば
ら
き

2
1
プ
ラ
ン
（
案
）
の
概
要

○
2
02
4年

度
～
2
03
5年

度
(
12
年
間
)

○
2
02
9年

度
(
6年

目
)に

中
間
評
価
を
実
施
。
必
要
に
応
じ
計
画
の
見
直
し
を
図
る
。

計
画
の
期
間

概
念
図

第
４
次
プ
ラ
ン
目
標
指
標
（
主
な
も
の
）

目
標
指
標

現
況
値

目
標
値
(
20
35
)

健
康
寿
命
の
延
伸

男
性

7
2.
71
年

(
20
19
)

7
6.
21
年

女
性

7
5.
80
年

(
20
19
)

7
9.
30
年

１
日
あ
た
り
の
食
塩
平
均
摂
取
量

（
2
0歳

以
上
）

男
性

1
0.
9g
 (
20
22
)

8
.0
g 
(2
02
9)

女
性

8
.9
g 
(2
02
2)

7
.0
g 
(2
02
9)

4
0～

5
0歳

代
で

2
8本

以
上
の
自
分
の
歯
を
持
つ
者
の
割
合

5
9.
6%
 (
20
22
)

7
0％

主
食
・
主
菜
・
副
菜
を
組
み
合
わ
せ
た
食
事
を

１
日
２
回
以
上
ほ
ぼ
毎
日
食
べ
て
い
る
者
の
割
合

5
0.
0%
 (
20
22
)

6
5%
以
上

み
ん
な
で
一
緒
に
健
康
づ
く
り

「
元
気
ア
ッ
プ

い
ば
ら
き
！
」

げ
ん

減
塩
で

予
防
し
ま
し
ょ
う

高
血
圧

き
休
肝
日

つ
く
っ
て
続
け
る

適
正
飲
酒

あ
歩
き
ま
し
ょ
う

毎
日
継
続

肥
満
予
防

つ
つ
な
が
ろ
う

地
域
で
取
り
組
む

仲
間
づ
く
り

ぷ
フ
ッ
化
物

み
ん
な
で
使
っ
て

む
し
歯
予
防

い
一
年
に

一
度
は
受
け
よ
う

健
康
診
査

ば
バ
ラ
ン
ス
良
く

み
ん
な
で
食
べ
よ
う

い
ば
ら
き
の
野
菜

ら
ラ
イ
バ
ル
は

吸
い
た
い
自
分
と

こ
の
タ
バ
コ

き
休
養
を

し
っ
か
り
と
っ
て

リ
フ
レ
ッ
シ
ュ

ス
ロ
ー
ガ
ン

○
健
康
増
進
法
に
基
づ
く
都
道
府
県
健
康
増
進
計
画

○
茨
城
県
歯
と
口
腔
の
健
康
づ
く
り

8
02
0・

6
42
4推

進
条
例
に
基
づ
く
歯
科
保
健
計
画

○
食
育
基
本
法
に
基
づ
く
都
道
府
県
食
育
推
進
計
画

計
画
の
位
置
づ
け

第
３
次
プ
ラ
ン
目
標
指
標
達
成
状
況
（
主
な
も
の
）

目
標
指
標

基
準
値

現
況
値

目
標
値

(
20
2
3)

達
成
状
況

健
康
寿
命
の
延
伸

男
性

7
1.
32
年

(
20
10
)

7
2.
71
年

(
20
19
)

7
3.
32
年

順
調
に

改
善

女
性

7
4.
62
年

(
20
10
)

7
5.
80
年

(
20
19
)

7
6.
62
年

順
調
に

改
善

１
回
3
0分

以
上
の
運
動
を
週
２
回

以
上
、
１
年
以
上
継
続
し
て
い
る

人
の
割
合
（
2
0歳

以
上
）

男
性

3
5.
1%

(
20
16
)

4
2.
1%

(
20
22
)

3
6.
9%

達
成

女
性

2
7.
7%

(
20
16
)

4
1.
4%

(
20
22
)

2
9.
0%

達
成

３
歳
児
で
む
し
歯
の
な
い
者
の
増
加

8
1.
5%

(
20
15
)

8
7.
9%

(
20
21
)

8
5.
0%

達
成

「
い
ば
ら
き
美
味
し
お
ス
タ
イ
ル
指
定
店
」

と
し
て
指
定
さ
れ
た
店
舗
等
の
数

3
64

(
20
22
)

2
40

達
成

-
 1

4
 -



第２期茨城県循環器病対策推進計画（案）について 
 

保健医療部健康推進課 

 

１ 策定根拠 

本計画は、医療法に基づく「第８次茨城県保健医療計画」の一部であるとともに、健康

寿命の延伸等を図るための脳卒中、心臓病その他の循環器病に係る対策に関する基本法

に基づく都道府県循環器病対策推進計画である。 

 

２ 策定方針 

現行の計画（第１期）が 2023(令和５)年度をもって終了することから、国の基本計画

等を踏まえ、「健康寿命の延伸」と「循環器病の年齢調整死亡率の減少」を目指し、本県

の実情に即した施策を盛り込む。 

 

３ 計画期間 

2024(令和６)年度～2029(令和 11)年度（６年間） 

 

４ 計画内容 

脳血管疾患、心血管疾患等の循環器病について、予防のための取組、医療提供体制の整

備、重症化・再発予防等の患者支援などの対策を総合的に推進する。 

（１）全体目標 

① 健康寿命の延伸 

② 循環器病の年齢調整死亡率の減少 

（２）重点的に取り組む事項 

〇 循環器病を予防する生活習慣の取組の推進 

〇 循環器病の救護に関する普及啓発 

〇 循環器病を予防する健診の普及や取組の推進 

〇 救急搬送体制の整備・救急医療体制の確保 

〇 急性期から維持期（生活期)まで切れ目のない医療・介護提供体制の構築 

〇 地域における医療・介護連携の促進 

 

５ 策定スケジュール 

2024(令和６)年２月５日～26日 パブリックコメントの実施 

2024(令和６)年３月下旬 医療審議会の意見聴取・庁議にて計画決定 
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第
２
期
茨
城
県
循
環
器
病
対
策
推
進
計
画
（
案
）
概
要

【
基
本
方
針
】

県
民
の
主
要
な
死
亡
原
因
で
あ
り
、
発
症
後
の
機
能
障
害
等
に
よ
り
生
活
を
脅
か
す
原
因
疾
患
で
も
あ
る
脳
血
管
疾
患
、
心
血
管
疾
患
等

の
循
環
器
病
に
つ
い
て
、
予
防
の
た
め
の
生
活
習
慣
改
善
の
取
組
、
医
療
提
供
体
制
の
整
備
、
重
症
化
・再

発
予
防
等
の
患
者
支
援
な
ど

の
循
環
器
病
対
策
を
総
合
的
に
推
進
す
る
。

【
根
拠
法
】
健
康
寿
命
の
延
伸
等
を
図
る
た
め
の
脳
卒
中
、
心
臓
病
そ
の
他
の
循
環
器
病
に
係
る
対
策
に
関
す
る
基
本
法
第
1
1
条
第
１
項

【
施
策
体
系
】

１
循
環
器
病
の
診
療
情
報
の
収
集
・
情
報
提
供
体
制
の
整
備

２
循
環
器
病
の
予
防
や
正
し
い
知
識
の
普
及
啓
発

（１
）循

環
器
病
を
予
防
す
る
生
活
習
慣
の
取
組
の
推
進
◀

（２
）循

環
器
病
の
救
護
に
関
す
る
普
及
啓
発
◀

３
保
健
、
医
療
及
び
介
護
に
係
る
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
体
制
の
充
実

（１
）循

環
器
病
を
予
防
す
る
健
診
の
普
及
や
取
組
の
推
進
◀

（２
）救

急
搬
送
体
制
の
整
備
・救

急
医
療
体
制
の
確
保
◀

（３
）急

性
期
か
ら
維
持
期
（生

活
期
）ま
で
切
れ
目
の
な
い
医
療
・介

護
提
供
体
制
の
構
築

◀
（４
）循

環
器
病
の
緩
和
ケ
ア

（５
）小

児
期
・若

年
期
か
ら
配
慮
が
必
要
な
循
環
器
病
へ
の
対
策

４
地
域
連
携
に
基
づ
く
循
環
器
病
対
策
・
循
環
器
病
患
者
へ
の
支
援

（１
）地

域
に
お
け
る
医
療
・介

護
連
携
の
促
進
◀

（２
）循

環
器
病
に
関
す
る
適
切
な
情
報
提
供
・相

談
支
援

（３
）治

療
と
仕
事
の
両
立
支
援
・就

労
支
援

※
◀
＝
重
点
取
組
項
目

【
計
画
期
間
】

2
0
2
4（
令
和
６
）
年
度
～
20
2
9（
令
和
11
）
年
度

※
第
８
次
茨
城
県
保
健
医
療
計
画
と
同
一
期
間

【
目
標
】

①
健
康
寿
命
の
延
伸

②
年
齢
調
整
死
亡
率
の
減
少

＜
参
考
＞
茨
城
県
の
年
齢
調
整
死
亡
率
（人

口
10
万
人
対
）

2
0
1
9
（R
1
）
年

【
現
況
値
】

2
0
2
9
（R
11
）年

【
第
２
次
計
画

目
標
値
】

2
0
3
5
（R
1
7
）年

（
参
考
）
【健

康
い
ば
ら

き
2
1
プ
ラ
ン
目
標
値
】

男
性

7
2

.7
1
年

7
4

.9
0
年

7
6

.2
1
年

女
性

7
5

.8
0
年

7
7

.9
9
年

7
9

.3
0
年

死
因

2
0
1
5
（
H
2
7
）
年

【
現
況
値

(全
国
値

)】
2
0
2
0
（
R
2）
年

【
現
況
値
(全
国
値
)】

脳
血
管
疾
患

男
性

1
3
4
.9
（1
16
.0
）

1
1
6
.9
（9
3.
8
）

女
性

8
5
.4
（
72
.6
）

7
1
.5
（
56
.4
）

急
性
心
筋
梗
塞

男
性

6
1
.5
（
43
.3
）

5
4
.2
（
32
.5
）

女
性

3
1
.0
（
20
.4
）

2
3
.0
（
14
.0
）

虚
血
性
心
疾
患

男
性

8
9
.8
（
84
.5
）

8
3
.8
（
73
.0
）

女
性

4
4
.6
（
38
.8
）

3
5
.0
（
30
.2
）

-
 1
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茨城県感染症予防計画（案）について 
 

保健医療部感染症対策課 

 

１ 策定根拠 

・感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（以下「感染症法」という。）

第 10 条第１項に基づく、「感染症の予防のための施策の実施に関する計画」である。 

・感染症法及び同法第９条第１項で規定する「感染症の予防の総合的な推進を図るため

の基本的な指針（以下「政府基本指針」という。）」の改正に伴い、改定を行うもの。 

 

２ 策定方針 

政府基本指針に即して、感染症の発生予防やまん延防止を図るとともに、新たな感染

症など未曾有の危機において適切な対応ができるよう、平時から体制を構築するなど、

感染症対策の方針と施策の方向性を定める。 

※ 改正感染症法第 10 条第 14 項の規定に基づき、新たに保健所設置市（水戸市）に

対して策定が義務付けられた予防計画については、必要な事項を本計画に包含して

定める。 

 

３ 計画期間 

2024(令和６)年度～2029(令和 11)年度（６年間） 

※中間年（2026(令和８)年度）に見直しを実施予定 

 

４ 計画内容 

今般のコロナ禍での経験を踏まえ、現行計画の中心である感染症の発生予防及びまん

延防止に関する事項に加え、各種施策を格上げ・章立てし、記載内容を充実。 

＜主な改定内容＞ 

・改正感染症法に基づく「医療措置協定」の新設 

・第２種感染症指定医療機関の見直し 

・宿泊療養施設の確保、外出自粛対象者の療養生活の環境整備などに関する章立てを

新設・充実 

・研修・研究の充実、外部連携・ICT 活用等による、保健所及び衛生研究所の体制の強

化に関する章立てを新設・充実 等 

 

５ 策定スケジュール 

2024(令和６)年２月５日～26日 パブリックコメントの実施 

2024(令和６)年３月６日 茨城県感染症対策連携協議会の意見聴取 

2024(令和６)年３月下旬 庁議にて計画決定 
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○
感
染
症
法
第
１
０
条
の
規
定
に
基
づ
く
『
感
染
症
の
予
防
の
た
め
の
施
策
の
実
施
に
関
す
る
計
画
』
（
法
定
計
画
）
。

※
改
正
同
法
第
１
４
条
の
規
定
に
基
づ
く
保
健
所
設
置
市
（
水
戸
市
）
が
定
め
る
同
計
画
に
つ
い
て
、
必
要
な
事
項
を
本
計
画
に
包
含
し
て
定
め
る
。

○
第
２
次
茨
城
県
総
合
計
画
に
掲
げ
る
『
「
新
し
い
茨
城
」
づ
く
り
』
に
向
け
て
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
へ
の
対
応
か
ら
得
ら
れ
た
教
訓
を
生
か
し
、

県
民
の
命
と
健
康
を
守
る
た
め
、
感
染
症
の
発
生
予
防
や
ま
ん
延
防
止
を
図
る
と
と
も
に
、
新
た
な
感
染
症
な
ど
未
曾
有
の
危
機
に
お
い
て
適
切
な
対
応
が
で
き
る
よ
う
、

平
時
か
ら
体
制
を
構
築
。

計
画
の
趣
旨

２
０
２
４
年
度
～
２
０
２
９
年
度
（
６
年
間
）
（
３
年
ご
と
に
中
間
見
直
し
）

※
併
せ
て
、
「
第
８
次
茨
城
県
保
健
医
療
計
画
（
案
）
」（

新
興
感
染
症
発
生
・ま
ん
延
時
に
お
け
る
医
療

等
）
な
ど
の
諸
計
画
と
整
合
を
図
り
な
が
ら
、
検
証
等
を
実
施
。

計
画
の
期
間

改
定
茨
城
県
感
染
症
予
防
計
画
（
案
）
の
概
要

１
）
基
本
的
な
考
え
方

・
コ
ロ
ナ
禍
で
培
っ
た
各
種
対
策
等
の
伝
承

・
個
々
の
感
染
症
対
策
の
継
続
、
充
実
強
化

感
染
症
対
策
の
一
層
の
充
実

・
幅
広
い
関
係
者
の
連
携

２
）
医
療
提
供
体
制
の
強
化

○
改
正
感
染
症
法
に
基
づ
く
「
医
療
措
置
協
定
」
の
新
設

※
新
興
感
染
症
を
見
据
え
た
医
療
提
供
体
制
の
数
値
目
標
を
設
定

○
第
２
種
感
染
症
指
定
医
療
機
関
の
見
直
し

○
宿
泊
療
養
施
設
の
確
保
、
外
出
自
粛
対
象
者
の
療
養
生
活
の
環
境
整
備

な
ど
に
関
す
る
章
立
て
を
新
設
・
充
実

な
ど

３
）
保
健
所
及
び
衛
生
研
究
所
の
強
化

○
研
修
・
研
究
の
充
実
、
外
部
連
携
・
I
C
T
活
用
な
ど
に
よ
る
、
保
健
所
及
び

衛
生
研
究
所
の
体
制
の
強
化
に
関
す
る
章
立
て
を
新
設
・
充
実

○
ク
ラ
ス
タ
ー
対
策
の
横
断
的
連
携
に
よ
る
、
院
内
・
施
設
内
等
で
の

感
染
対
策
徹
底
、
感
染
症
発
生
・
ま
ん
延
の
防
止

な
ど

４
）
県
民
の
理
解
醸
成

○
感
染
症
に
関
す
る
啓
発
及
び
知
識
の
普
及
、
人
権
の
尊
重

な
ど

改
定
の
ポ
イ
ン
ト

（
参
考
）
計
画
の
全
体
像

※
各
番
号
：
計
画
（
案
）
の
各
章

-
 1

8
 -



第８次茨城県保健医療計画（案）について 

 

保健医療部医療局医療政策課 

 

１ 策定根拠 

本計画は、医療法（昭和 23 年法律第 205 号）第 30 条の４第１項に基づく医療計画で

ある。 

 

２ 策定方針 

現行計画（第７次）が 2023(令和５)年度をもって終了することから、国が定める方針

等を踏まえ、「活力があり、県民が日本一幸せな県」を基本理念とし、本県の実情に即し

た施策を盛り込む。 

 

３ 計画期間 

2024(令和６)年度～2029(令和 11)年度（６年間） 

 

４ 計画内容 

（１）５疾病（がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管疾患、糖尿病、精神疾患）・６事業（救

急医療、災害医療、へき地医療、周産期医療、小児医療、新興感染症発生・まん延時

における医療（新設））及び在宅医療に係る医療提供体制の構築に関する事項等 

（２）今後のさらなる人口減少・少子高齢化を見据え、医療機能の集約化や役割分担の明

確化を推進するため、県内を３圏域に区分した「医療提供圏域」を設定 

（３）医師、看護師等の医療従事者の確保 

（４）介護保険支援計画等、他の関係計画との整合性を確保 

＜重点化の視点＞ 

① 安心して医療を受けるための医療従事者の確保 

② 行政、県民、医療機関等の協働による医療環境の向上 

③ 予防医学の推進による生涯にわたる健康づくりの推進 

④ 少子化・高齢化への対応と誰もが安心して暮らせる環境づくり 

 

５ 策定スケジュール 

2024(令和６)年２月５日～26日 パブリックコメントの実施 

2024(令和６)年３月下旬 医療審議会の意見聴取・庁議にて計画決定 
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第
８
次
茨
城
県
保
健
医
療
計
画
の
概
要

「
活
力
が
あ
り
、
県
民
が
日
本
一
幸
せ
な
県
」

新
し
い
安
心
安
全

～
「
新
し
い
」
暮
ら
し
や
す
さ
を
つ
く
る
～

県
民
が
安
心
し
て
茨
城
で
暮
ら
し
て
い
け
る
よ
う
、
「
新
し
い
安
心
安
全
」
の
構
築
を
目
指
し
ま
す
。

基
本
理
念

「
活
力
が
あ
り
、
県
民
が
日
本
一
幸
せ
な
県
」
を
基
本
理
念
と
し
、
「
新
し
い
安
心
安
全
」
へ
の
チ
ャ

レ
ン
ジ
に
つ
な
が
る
、
本
県
の
実
情
に
即
し
た
、
良
質
な
医
療
を
切
れ
目
な
く
効
率
的
に
提
供
す
る
体

制
を
構
築
す
る


計
画
の
趣
旨


計
画
の
位
置
付
け


医
療
法
第
3
0
条
の
４
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
く
法
定
計
画


介
護
保
険
事
業
支
援
計
画
、
が
ん
対
策
推
進
計
画
、
循
環
器
病
対
策
推
進
計
画
等
と
整
合
性
を

保
っ
た
本
県
の
保
健
医
療
に
関
す
る
基
本
的
な
指
針
と
な
る
計
画


第
８
次
計
画
の
全
体
像

 

計
画
全
体
に
共
通
す
る
４
つ
の
重
点
化
の
視
点

 

視
点
１
：
安
心
し
て
医
療
を
受
け
る
た
め
の
医
療
従
事
者
の
確
保

 
・
地
域
医
療
の
充
実
を
図
る
た
め
に
必
要
な
医
師
を
は
じ
め
と
す
る
医
療
従
事
者
の
確
保
 

・
県
民
の
安
心
・
安
全
を
担
保
す
る
た
め
、
地
域
の
医
療
ニ
ー
ズ
に
見
合
う
医
師
確
保
対
策
の
実
施

 

視
点
２
：
行
政
、
県
民
、
医
療
機
関
等
の
協
働
に
よ
る
医
療
環
境
の
向
上

 
・
医
療
資
源
を
有
効
に
活
用
す
る
た
め
、
地
域
医
療
構
想
の
推
進
に
よ
る
地
域
に
お
け
る
医
療
機
能
の
分
化
・
連
携
 

を
図
り
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
効
率
的
か
つ
効
果
的
で
切
れ
目
の
な
い
医
療
提
供
体
制
を
整
備

 
・
Ｉ
Ｃ
Ｔ
な
ど
先
端
技
術
を
活
用
し
、
安
心
し
て
医
療
・
介
護
を
受
け
ら
れ
る
新
た
な
体
制
づ
く
り
を
推
進
 

視
点
３
：
予
防
医
学
の
推
進
に
よ
る
生
涯
に
わ
た
る
健
康
づ
く
り
の
推
進

 
・
健
康
増
進
や
疾
病
の
予
防
、
早
期
発
見
、
適
切
な
治
療
、
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
な
ど
、
予
防
医
学
を
推
進
し
、

 

健
康
づ
く
り
の
重
要
性
に
つ
い
て
積
極
的
に
啓
発
を
行
う
こ
と
で
、
「
健
康
長
寿
日
本
一
」
を
目
指
し
た
県
民
の

 

健
康
づ
く
り
の
取
組
を
促
進

 

視
点
４
：
少
子
化
・
高
齢
化
へ
の
対
応
と
誰
も
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
環
境
づ
く
り

 
・
「
日
本
一
、
子
ど
も
を
産
み
育
て
や
す
い
県
」
づ
く
り
に
向
け
、
結
婚
か
ら
妊
娠
、
出
産
、
子
育
て
の
一
連
の
過
程

 
に
お
け
る
母
子
保
健
体
制
の
一
層
の
充
実

 
・
子
ど
も
か
ら
高
齢
者
、
障
害
者
を
含
め
た
す
べ
て
の
県
民
に
対
し
て
、
適
切
で
質
の
高
い
医
療
・
介
護
サ
ー
ビ
ス
等

 

を
切
れ
目
な
く
提
供
す
る
た
め
、
「
茨
城
型
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
」
を
推
進

 


計
画
の
期
間

令
和
６
（
2
0
2
4
）
年
度
か
ら
令
和
1
1
（
2
0
2
9
）
年
度
ま
で
の
６
年
間

（
中
間
年
で
あ
る
令
和
８
（
2
0
2
6
）
年
に
見
直
し
を
実
施
）


策
定
の
ポ
イ
ン
ト

＜
記
載
事
項
＞

●
医
療
圏
の
設
定

●
基
準
病
床
数

●
５
疾
病
６
事
業
及
び
在
宅
医
療
に
関
す
る
事
項

●
地
域
医
療
構
想

●
医
師
確
保
に
関
す
る
事
項

●
外
来
医
療
に
関
す
る
事
項

【
５
疾
病
６
事
業
】

５
疾
病
：
が
ん
、
脳
卒
中
、
急
性
心
筋
梗
塞
、
糖
尿
病
、
精
神
疾
患

６
事
業
：
救
急
医
療
、
災
害
医
療
、
へ
き
地
医
療
、
周
産
期
医
療
、
小
児
医
療
、

新
興
感
染
症
発
生
・
ま
ん
延
時
に
お
け
る
医
療
（
新
設
）

＜
第
７
次
計
画
か
ら
の
改
正
の
主
な
ポ
イ
ン
ト
＞


今
般
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
経
験
を
踏
ま
え
、
６
事
業
目
と
し
て
、
新
興
感
染
症
の

発
生
・
ま
ん
延
時
に
お
け
る
医
療
提
供
体
制
の
確
保
に
関
す
る
項
目
を
追
加


保
健
医
療
計
画
の
一
部
と
し
て
令
和
元
（
2
0
1
9
）
年
度
に
策
定
し
た
医
師
確
保
計
画
及
び
外
来
医

療
計
画
に
つ
い
て
、
第
８
次
計
画
に
併
せ
て
改
定
（
医
師
確
保
計
画
は
第
８
次
計
画
と
は
別
冊
と

し
て
策
定
）


現
行
の
二
次
保
健
医
療
圏
の
枠
組
み
を
維
持
す
る
一
方
、
今
後
の
さ
ら
な
る
人
口
減
少
・
少
子
高

齢
化
を
見
据
え
、
主
に
高
度
医
療
に
係
る
機
能
の
集
約
化
や
役
割
分
担
の
明
確
化
を
よ
り
強
力
に

推
進
す
る
た
め
、
県
内
を
３
圏
域
に
区
分
し
た
「
医
療
提
供
圏
域
」
を
設
定

1
-
 2

0
 -



第
８
次
茨
城
県
保
健
医
療
計
画
の
概
要


二
次
保
健
医
療
圏
等

二
次
保
健
医
療
圏


地
理
的
条
件
等
の
自
然
的
条
件
や
日
常
生
活
の
需
要
の
充
足
状
況
、
交
通
事
情
等
の
社
会
的
条
件

を
考
慮
し
て
、
一
体
の
区
域
と
し
て
病
院
及
び
診
療
所
に
お
け
る
入
院
に
係
る
医
療
を
提
供
す
る

体
制
の
確
保
を
図
る
区
域


現
行
の
二
次
保
健
医
療
圏
（
９
圏
域
）
の
枠
組
み
を
維
持

医
療
提
供
圏
域


今
後
の
さ
ら
な
る
人
口
減
少
・
少
子
高
齢
化
を
見
据
え
た
医
療
確
保
体
制
に
つ
い
て
、
現
状
の
二

次
保
健
医
療
圏
で
は
十
分
な
医
療
サ
ー
ビ
ス
が
提
供
で
き
な
い
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、

地
域
の
実
情
を
踏
ま
え
、
よ
り
適
切
に
連
携
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
本
県
独
自
に
設
定


主
に
高
度
医
療
に
係
る
機
能
の
集
約
化
・
役
割
分
担
の
明
確
化
を
よ
り
強
力
に
推
進
す
る
た
め
、

全
県
を
大
き
く
３
つ
に
区
分
（
県
央
・
県
北
、
県
南
東
、
県
南
西
）


基
準
病
床
数

二
次
保
健
医
療
圏
名

基
準
病
床
数
（
A
）

既
存
病
床
数
（
B
）

差
引
（
B
-A
）

水
戸

4
,0
0
5

4
,7
5
6

7
5
1

日
立

1
,8
2
3

2
,4
5
2

6
2
9

常
陸
太
田
・
ひ
た
ち
な
か

1
,8
9
8

2
,1
0
5

2
0
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第８次（前期）茨城県医師確保計画（案）について 

保健医療部医療局医療人材課 

１ 趣旨・目的 

・医師確保計画は、医師の不足や偏在の状況及び将来の需給推計等を踏まえ、県及び各二次保健医療圏

の医師確保の方針や目標とすべき医師数を定め、実効的な医師確保対策を推進するため、2018(平成

30)年の医療法改正により、保健医療計画の一部として策定するよう義務付けられたもの。 

・今年度が現計画（2020(令和２)〜2023(令和５)年度）の最終年度となることから、2024(令和６)〜

2026(令和８)年度を計画期間とする新たな計画を策定。 

２ 計画の協議・検討体制 

・都道府県における医師確保対策の具体的な実施に係る関係者間の協議・調整を行う場である地域医

療対策協議会において計画案を検討・協議。 

・医師会等の関係団体、市町村等への意見聴取のほか、パブリックコメントを実施。（2024(令和６)年

２月７日～29日） 

・今月下旬の地域医療対策協議会で最終案を作成、医療審議会での意見聴取を経て、庁議において計

画を決定。 

３ 計画の概要 

（１）現状 

国が算定する医師偏在指標において本県は全国 43 位の医師少数県であり、県内の二次保健医療圏

別でも地域偏在がみられる。 

茨城県 医師少数県(全国第 43 位) 

二

次
医

療
圏 

つくば、水戸 医師多数区域(全国上位 33.3％) 

土浦 ― 

取手・竜ケ崎、鹿行、古河・坂東、 
筑西・下妻、常陸太田・ひたちなか、日立 

医師少数区域(全国下位 33.3％) 

（２）課題 

地域医療構想に基づく各医療機関の役割や機能を踏まえながら、医療提供体制の維持・強化に資す

る医師の確保に取り組むほか、県内で従事する医師の定着の促進及び医師の地域・診療科偏在の解消

を図る必要がある。 

（３）目標 

政策医療を担う中核的な医療機関が、地域における役割分担に沿った機能を維持・発揮するために、

県地域医療対策協議会において医師確保の必要性が認められたもののうち、県が特に緊急的な対応が必

要と判断したものを「最優先で医師確保に取り組む医療機関・診療科」として随時、数値目標に設定。 

（４）施策 

中・長期的な施策 短期的な施策 

医師養成過程における総合的な医師確保対策 

高校生 

 ・県内高等学校医学コース、教育ローン利子 

補給 等 

医学生 

 ・各種修学資金貸与制度、自治医科大学運営支

援、地域医療支援センターによる支援 等 

キャリア形成 

 ・地域・診療科偏在の是正に向けた地域枠制度の

見直し 等 

政策医療を担う地域の中核病院におけ

る最優先の医療機関・診療科の医師確保 

医師の派遣調整 

・地域医療構想調整会議との連携によ

る医師配置調整 

県外からの医師確保 

・寄附講座の設置、県外大学との連携プ

ログラムの作成促進 等 
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第８次（前期）茨城県医師確保計画の概要

計 画 の 目 的
現在の医師の不足や偏在の状況及び将来の需給推計等を踏まえ、県及び各二次保健医療圏
の医師の確保の方針や目標を定め、実効的な医師確保対策を推進

計 画 の 性 格
医療法第30条の４第１項の規定に基づく「第８次茨城県保健医療計画」の一部として作成
茨城県地域医療構想との整合や県総合計画等との調和を図る

計 画 期 間 第８次（前期）：2024年度～2026年度（３年間） ※以降、３年ごとに見直し

政策医療体制の確保

救急医療
〇 鹿行地域や県北山間地域の救急搬送時

間が全国平均を大きく超過
○休日・夜間に初期救急を対応する開業医

の不足等により、軽症患者が二次救急医
療機関を直接受診し受入人数が増加

○ 高齢化に伴う救急搬送の増加等により、
三次救急医療機関をはじめとした高次の
医療機関への搬送増加が懸念

○ 救命救急センターから離れた地域では
重篤患者に対する診療体制が脆弱

周産期医療

○ 開業医の高齢化や後継者不足により
産科医療機関が減少。基幹分娩取扱
病院への重点化・集約化が必要

○ ハイリスク分娩等の需要の増大に伴
い、負担が大きくなっている拠点病院
への医師の適正配置や地域の産婦人
科医療機関との連携強化を図る必要

小児医療
○ 負担の重い拠点病院への医師の適

正配置や地域の実情に応じた集約
化・重点化、拠点となる病院における
医療体制の確保を図る必要

○ 医師の働き方改革に対応した小児
医療体制の確保が必要

■本計画における数値目標

■現状と課題

○ 県民の安心・安全を確保するためには、地

域住民に欠かすことのできない救急・小児・

周産期などの政策医療を担う中核的な医

療機関が、地域における役割分担に沿っ

た機能を維持・発揮できるよう、適切に医師

が配置されることが重要

○ このことから、県地域医療対策協議会にお

いて医師確保の必要性が認められたもの

のうち、政策医療提供体制を維持・強化す

るために、県が特に緊急的な対応が必要と

判断したものを「最優先で医師確保に取り

組む医療機関・診療科」として随時選定し、

本計画の数値目標に設定

○ ２年以内の必要医師数の確保に向け、県

外医科大学との新たな協力関係の構築や

寄附講座の設置など、あらゆる方策に取り

組む

二次・三次医療圏
医師

偏在指標
全国順位

(全330医療圏)
区域

標準化医師数※

（2020年）

（参考数値）
全国下位33.3％の基
準を脱するために必

要となる医師数

全国平均 255.6 - - - -

茨城県 193.6 43 少数 5,632 6,384

つくば 337.7 23 多数 1,335 -

水戸 231.2 94 多数 1,214 -

土浦 184.4 204 - 551 -

取手・竜ヶ崎 173.3 235 少数 827 836

筑西・下妻 153.0 284 少数 294 318

古河・坂東 148.8 292 少数 353 399

日立 140.3 308 少数 410 494

常陸太田・ひたちなか 140.3 309 少数 405 485

鹿行 137.2 315 少数 242 296

○ 医師偏在指標は全国ベースで医師の多寡を統一的・客観的に評価
するため、地域の人口の性別・年齢構成や患者の流出入等の医療ニー
ズと性別・年齢階級別の医師数等を考慮し国が算定

○ 都道府県及び二次保健医療圏ごとに算定され、それぞれ全国上位
1/3が医師多数、下位1/3が医師少数に区分される

■医師偏在指標と医師少数・多数区域

医師の地域偏在 医療資源の最適化 県内の受療動向

医師偏在
○ 本県の医師偏在指標は全国下位33.3%

の医師少数県に含まれる

○ 二次保健医療圏では、つくば、水戸が
上位33.3%の医師多数地域に含まれる

〇 取手・竜ケ崎、筑西・下妻、古河・坂東、
日立、常陸太田・ひたちなか、鹿行は全
国下位33.3％の医師少数区域に含まれ、
特に県北地域と鹿行地域の医師偏在指
標が低い

〇 修学生医師について、研修可能な医療
機関の少ない医療圏への配置が進んで
いない状況

病院・診療所
〇 人口10万対病院数や１病院当たりの従

事者数など多くの指標で本県は全国平
均を下回る状況

〇 人口減少や少子高齢化が進展する中、
県内の医療資源を最大限に活用しなが
ら、将来の医療需要の変化に対応した効
率的な体制を構築するため、地域医療
構想に基づく各地域の医療機能の分
化・連携の方針等に沿った医師や医療
従事者の育成・確保が必要

患者の流入・流出
○ 医師不足地域である筑西・下妻、
鹿行から、水戸、土浦、つくば
に入院患者が流出傾向

○ 筑西・下妻、鹿行、取手・竜
ケ崎は他県にも流出がみられる

○ 救急医療（二次、三次）、周産
期医療、小児医療では、拠点病
院が所在する水戸、土浦、つく
ばへ周辺地域から流入傾向

※ 標準化医師数は実際の医師数を性・年齢階級別に労働時間を勘案し、調整した医師数
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■医師確保の方針と重点化の視点

○ 本県は医師少数県であることから、医師の増加を

図ることとし、医師の養成・定着や県外からの医師

確保に取り組む。

○ 特に県内の医師少数区域の医師の増加を図り、

大学や医師多数区域の医療機関は県内医師少数

区域への医師派遣に努める。

○ 地域における救急、周産期、小児救急等の政策

医療を担う中核的な医療機関が、役割分担に沿っ

た医療機能を維持・発揮できるよう医師の確保に取

り組む。

視点１
医療提供体制の充実
→ 全ての県民の安心・安全を守り、質の高い

医療を提供

視点２

医志（※）の実現・キャリア形成と魅力ある
環境づくり
→ 県内高校生の医学部進学と県内でのキャ

リアアップ、ライフステージに応じた働き方を
支援

視点３
関係機関の連携・協働
→ 県、大学、医療機関、関係団体等が議論

を通じて医療資源の最適化を図る

重
点
化

■医師確保の施策

① 医師養成課程を通じた医師確保

養成過程 現状・課題 施 策

高校生

○ 医師の増加のためには県内高校生等の医
学への興味と本県の医療状況への理解を深
め、医学部進学者数を増やす必要

● 県内高等学校における医学コースの設置
● 医学部進学者向け教育ローン利子補給
● 医師の県内中学・高等学校等への訪問、地

域枠説明会

医学生

○ これまで、本県は地域枠の設置・拡大等に
より、将来、確実に医師不足地域に勤務する
医師を養成・確保

○ 国の医師需給推計・偏在指標により算定さ
れる将来時点の必要医師数を踏まえ、医師
の養成を図る必要

● 各種修学資金貸与制度（地域枠、一般、海
外、市町村）

● 自治医科大学運営に対する支援
● 地域医療支援センターによる修学生等支援

キャリア
形成

（臨床研修医、
専攻医等）

○ 医師は臨床研修を行った都道府県に引き
続き勤務する割合が高いことから、県内外か
ら多くの研修医を採用する必要

○ 修学生医師の増加や、2020年度以降の入
学者から水戸保健医療圏が医師不足地域外
となることを踏まえ、医師不足地域における研
修体制を整備する必要

○ 医師の診療科偏在が顕著であることから、
本県で不足する診療科の専門医を養成する
必要

● 県医師臨床研修連絡協議会を中心とした
PR、指導体制の充実

● キャリア形成プログラムの策定と魅力向上
● 医師のキャリアアップ支援（専門医の認定支

援、研修体制整備、海外派遣等）
● 地域偏在のさらなる是正に向けた地域枠制

度の抜本的な見直し
● 医師修学資金貸与制度における「推奨診療

科」の設定等による、将来不足が見込まれる
診療科への誘導

○ 2024年度地域枠数の70人を維持した場

合、2036年には義務内医師が608人、義務

明け医師が371人まで増加する見込み。

○ 2023年に国が算出した年間不足養成数は

48人と示されており、地域枠の更なる新増設

については、必要に応じて検討。

○ 一方、研修機能が脆弱な鹿行、筑西・下妻

の勤務が進んでいない状況。

○ そのため、地域枠制度の抜本的な見直し

について検討を進めるとともに、県地域医療

支援センターにおいて医師不足地域での勤

務やキャリア形成を支援し、県内定着の促進

を図る。

【参考：本県の将来時点(2036年)における地域枠修学生医師の推計】

※医師を目指す志
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本県の将来時点における地域枠の推計

地域枠修学生医師の勤務先（2023.4.1現在）
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分娩取扱医師偏在指標

周産期・
三次医療圏

医師偏在
指標

全国
順位
※1

区域
標準化

分娩取扱
医師数(人)

(参考)
産科偏在対策

基準医師数※2

全国平均 10.5 - - 9,396 －

茨城県 9.8 28 - 205 162.8

県南・鹿行 9.9 104 - 57 36.3

つくば・県西 11.1 84 - 76 43.8

県央・県北 8.7 144 - 72 50.1

○ 本県は産科で相対的医師少数県を脱却し、周産期医療圏に
おいても引き続き相対的医師少数区域は該当なし。

○小児科では引き続き全国下位33.3％に含まれる相対的医師
少数県であるものの、小児医療圏の茨城西南が相対的医師
少数区域から脱却。

産科・小児科の医師確保

方 針 産 科 小児科

医療提供体
制の充実・見

直し等

○各周産期医療圏で求められる医療機能の充
実・強化や医療資源の集約化・重点化、連携体
制の構築を図る。
①正常分娩等を取り扱う医療機関
②比較的高度な周産期医療を行う医療機関（地

域周産期母子医療センター、周産期救急医療
協力病院）

③リスクの高い妊娠及び新生児に対する高度な
周産期医療を行う医療機関（総合周産期母子
医療センター）

○医療機関の連携体制の構築により、初期、二
次、三次の小児救急医療体制の充実を図ると
ともに、県保健医療計画における「小児救急医
療圏構想」に基づく３広域小児医療圏への見直
しと医療資源の集約化・重点化を図る。

○小児在宅医療・小児がん医療の体制整備、児
童虐待への対応、発達障害児の支援、難病対
策、予防接種対策、アレルギー疾患対策、重症
心身障害児等への支援、災害を見据えた小児
医療提供体制の確保を図る。

短期的な
医師の確保

○三次保健医療圏、周産期医療圏及び小児医療圏の医療提供体制維持のために緊急的な対応が必
要な医療機関については、医師の派遣調整や県外からの医師確保により、必要医師数の確保を図る。

中・長期的な
医師の養成

○将来の出生数や年少人口の減少と医師の需給を見据えた医師の養成・確保を行う必要があることか
ら、国の「都道府県別診療科別ごとの将来必要な医師数の見通し」などを踏まえ、中・長期的な必要医
師数の養成を図る。

② 短期的な医師の確保

現状・課題 施 策

○ 地域医療にお

いて、医師少数

区域の中核病院

や救急、周産期、

小児救急等の政

策医療機関の医

師確保が重要

○ 特に早急な対応

が必要な医療機

関・診療科はあら

ゆる方策やアプ

ローチが必要

● 医師の派遣調整
・地域医療構想調整会議との連携による

医師配置調整
・地域枠医師等へのキャリア形成プログラ

ムの適用
● 県外からの医師確保

・「いばらき医療大使」等による医科大学と
の新たな関係構築

・ウェブサイト等を活用した県外医師への
個別アプローチ、県内医療機関への
マッチングによるＵＩＪターンの促進

・寄附講座の設置、県外大学との連携プ
ログラムの作成促進

・海外研修費支援による医師個人へのイ
ンセンティブ

【医師の配置調整】

③ 魅力ある環境づくり

● 特定行為研修修了看護師の活用等による
タスクシフト／シェアを推進

● 医療勤務環境改善支援センター等におい
て若手医師等の育児・就業や医療機関の勤
務環境改善を支援し、県内定着を促進

● 医師の働き方改革を進めるため、県民へ救
急電話相談やかかりつけ医の活用等を周知

④ 茨城県地域医療支援センター

● 2019年度より筑波大学内に分室を設
置し体制を強化。本県地域医療のコント
ロールタワーの確立を目指す
・キャリアコーディネーターや教育インス

トラクターによる修学生の卒前教育、
キャリア形成支援

・本県勤務の魅力など総合的な情報発
信

茨城県地域医療支援センター

県内医療機関
（地域の中核病院、救
急・小児・周産期等の
政策医療機関）

茨城県地域医療対策協議会

筑波大学等の

医師派遣大学、
医師多数区域の

医療機関

②地域偏在、診療科偏在、政策医療機能等における
必要性・重要性を審議

④医師を
派遣

①医師派遣を要望 ③医師の派遣を要請

■産科・小児科の医師確保
小児科医師偏在指標

小児・
三次医療圏

医師
偏在指標

全国
順位
※3

区域
標準化小児
医師数(人）

(参考)
小児科偏在対策
基準医師数※2

全国平均 115.1 － ― 17,634 －

茨城県 95.8 42 相対的少数 314 313

土浦広域 139.5 42 ― 46 27

つくば市・筑西 110.2 135 ― 83 60

茨城西南 94.0 193 ― 22 19

県央・県北 90.0 214 相対的少数 94 84

常 総 80.5 253 相対的少数 25 26

稲敷 70.6 276 相対的少数 20 23

鹿行南部 69.6 277 相対的少数 13 16

日立 55.8 295 相対的少数 11 15

⑤ 計画の推進体制

● 県・市町村、医師会等
関係団体、医療機関、
筑波大学、地域医療対
策協議会・地域医療支
援センターが役割を認
識し、連携・協働して計
画を推進

※1 全都道府県の周産期
医療圏の合計数は263

※3 全都道府県の小児
医療圏の合計数は303

※2 偏在対策基準医師数とは、計画期間終了時の偏在指標が下位33.3%に達することとなる医師数

地域医療構想調整会議
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地域枠第１期生の県内従事義務期間の満了について 

 

保健医療部医療局医療人材課 

 

 ・本県では、2009(平成21)年度から地域医療医師修学資金貸与制度（地域枠）により、医

科大学を卒業後の一定期間、県内の医師不足地域に勤務する医師を養成しているところ。 

 ・2009(平成21)年度に筑波大学に入学した地域枠第１期生２名が今年度をもって県内で

の９年間の従事義務を満了する予定となっている。 

 ・上記２名については、2024(令和６)年４月以降も引き続き県内医療機関で勤務する予定。 

 

（参考１）本県の地域枠制度の概要 

 ・2009(平成21)年度に筑波大学に５名の定員を設置して以降、順次拡大を図っており、

2024(令和６)年度については県内外の11大学に全国トップクラスの合計70名の定員を

設置。 

 ・入学者には、在学中に修学資金を貸与し、卒業後、県内に合計９年間、そのうち4.5年

以上を医師不足地域の医療機関に勤務することにより、修学資金の全額を返還免除。 

 ・本制度は、これまでに511名に活用いただいており、その内195名は既に医師として県

内医療機関に勤務。（2023(令和５)年４月1日現在） 

 

（参考２）2024(令和６)年度の本県地域枠の設置状況 ※（ ）は全国対象枠 

 大学名 2024(令和６)年度定員 

筑波大学 ３６名 （１０名） 

東京医科歯科大学 ５名 （３名） 

東京医科大学 ８名  

北里大学 ４名  

昭和大学 ４名 （４名） 

日本大学 ３名 （３名） 

順天堂大学 ２名 （２名） 

日本医科大学 ２名  

杏林大学 ２名  

帝京大学 ２名 （２名） 

獨協医科大学 ２名 （２名） 

合計 ７０名 （２６名） 

 

（参考３）従事義務期間満了となる地域枠医師数の見込み（人） 

年度 2023(R5) 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 2027(R9) 2028(R10) 2029(R11) 2030(R12) 

医師数 2 7 14 21 19 32 34 39 

累計 ― 9 23 44 63 95 129 168 
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特定労務管理対象機関の指定について 

保健医療部医療局医療人材課 

１ 概要 

・2024(令和６)年４月より医師に対する時間外・休日労働時間の上限規制が適用され、

原則として年 960 時間が上限となる。 

・医療機関が地域医療の確保などの必要からやむを得ず、所属する医師にこれを上回る

時間外・休日労働を行わせる必要がある場合は、その理由に応じて都道府県知事から

「特定労務管理対象機関」（暫定特例水準）の指定を受ける必要がある。 

 ・なお、この水準はあくまで暫定的なものであり、Ｂ水準及び連携Ｂ水準は12年後の

2035(令和17)年度末までに縮減・解消することが目標とされている。 

＜暫定特例水準の種別＞ 

区分 長時間労働が必要な理由 年の上限時間 

Ａ水準 原則（指定取得は不要） 960 時間以内 

連携Ｂ水準 他院と兼業する医師の労働時間を通算

すると長時間労働となるため 

通算で 1860 時間以内 

（各院では 960 時間以内） 

Ｂ水準 救急医療等の政策医療を行うため 1860 時間以内 

Ｃ－１水準 臨床研修・専門研修医の研修のため 1860 時間以内 

Ｃ－２水準 長時間修練が必要な技能の習得のため 1860 時間以内 

 

２ 特定労務管理対象機関（2024(令和６)年１月24日付け指定） 

  2023(令和５)年12月26日開催の医療審議会での意見聴取を経て、以下４医療機関を特

定労務管理対象機関に指定。来年度においても、医療機関からの指定申請に基づき、随

時特定労務管理対象機関に指定していく。 

   医療機関名 指定水準 

1 筑波メディカルセンター病院 Ｂ水準、Ｃ－１水準 

2 東京医科大学茨城医療センター Ｂ水準、連携Ｂ水準 

3 筑波大学附属病院 Ｂ水準、連携Ｂ水準 

4 総合病院土浦協同病院 Ｂ水準、Ｃ－１水準 

 

３ 医療機関における特定労務管理対象機関指定までの一般的な流れ 

 実施主体 内容 

1 

医療機関 

Ｃ－２水準に係る関連審査受審の申請 

2 医師の労働時間短縮計画の作成 

3 
医療機関勤務環境評価センター（国）への評価受審申請 

（審査期間：約４か月） 

4 評価結果通知を添付の上、県へ特定労務管理対象機関の指定の申請 

5 

県 

審査 

6 指定について医療審議会での意見聴取 

7 特定労務管理対象機関の指定 

8 ホームページにおける公示 

9 医療機関 特例水準適用医師に関する 36 協定の締結 
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令和５年度補正予算・報告 
 

第 73号議案 令和５年度茨城県一般会計補正予算（第８号） 
 

○ 一般会計補正予算（保健医療部分） 
 

【歳出】                             （単位：千円） 

 ５年度当初 補正前の額 補正額 最終予算額 

保健医療部予算額 174,722,976 176,564,009 △ 18,169,701 158,394,308 

 

６款）保健医療費 137,444,859 139,285,892 △ 17,872,739 121,413,153 

７款）福祉費※ 37,278,117 37,278,117 △ 296,962 36,981,155 

※業務移管に伴う予算組替によるもの。 

 

 

【繰越明許費補正】                        （単位：千円） 

 補正前の額 補正額 計 

保健医療部合計 － 8,822,911 8,822,911 

 ６款）保健医療費 － 8,822,911 8,822,911 

 

２項）保健所費 － 13,362 13,362 

３項）医薬費 － 847,188 847,188 

５項）公衆衛生費 － 7,962,361 7,962,361 

 

 

【地方債補正】                          （単位：千円） 

起債の目的 補正前限度額 補正額 補正後限度額 

県立医療大学設備整備事業 158,900 △ 25,600 133,300 

保健所施設整備事業 103,400 △ 72,100 31,300 

いばらき予防医学プラザ整備事業 75,400 △ 23,400 52,000 

（合計） 337,700 △ 121,100 216,600 
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第78号議案 令和５年度茨城県立医療大学付属病院特別会計補正予算（第１号） 
 

【歳入歳出予算の補正】                      （単位：千円） 

 補正前の額 補正額 計 

歳入 3,719,328 △ 221,815 3,497,513 

歳出 3,719,328 △ 221,815 3,497,513 

 

 

【地方債補正】                          （単位：千円） 

起債の目的 補正前限度額 補正額 補正後限度額 

県立医療大学付属病院整備事業 527,200 △ 200 527,000 

 

 

 

第 79号議案 令和５年度茨城県国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 
 

【歳入歳出予算の補正】                      （単位：千円） 

 補正前の額 補正額 計 

歳入 242,939,394 8,538,545 251,477,939 

歳出 242,939,394 8,538,545 251,477,939 
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令和６年度当初予算・条例 
 

第１号議案 令和６年度茨城県一般会計予算 
 

○ 一般会計予算（保健医療部分） 
 

【歳出】                             （単位：千円） 

 
６年度当初 

（A） 

５年度当初 

（B） 

増減額 

（C=A-B） 

前年度比 

C/B 

保健医療部予算額 137,574,677 174,722,976 △ 37,148,299 21.26％減 

 
６款）保健医療費 137,574,677 137,444,859 129,818 0.09％増 

７款）福祉費※ － 37,278,117 △ 37,278,117 皆減 

※業務移管に伴う予算組替によるもの。 

 

【債務負担行為（新規分）】 

事項 事業内容 期間 限度額 

土浦保健所 

他改築工事 

請 負 契 約 

土浦保健所他改築工事に係る工事請

負契約を締結する。 
令和７年度 822,424 千円 

が ん 先 進 

医 療 費 

利 子 補 給 

茨城県がん先進医療費利子補給制度

に基づき、県民が金融機関からがんの

先進医療を受けるための治療費を借

りるときは、県は当該県民に対し利子

補給する。 

令和７年度から 

令和13年度まで 

融資総額900万円の融

資残高に対し、茨城県

がん先進医療費利子

補給金交付要綱に定

める利子補給率を乗

じて得た額 

地域医療医師 

修 学 資 金 

貸 与 契 約 

茨城県地域医療医師修学資金貸与条

例に基づき、修学資金貸与契約を修学

生と締結する。 

令和７年度から 

令和11年度まで 
927,000千円 

医師教育資金 

利 子 補 給 

茨城県医師教育資金利子補給制度に

基づき、県民が金融機関から医学部進

学のための教育資金を借りるときは、

県は当該県民に対し利子補給する。 

令和７年度から 

令和13年度まで 

融資総額15億円の融

資残高に対し、茨城県

医師教育資金利子補

給金交付要綱に定め

る利子補給率を乗じ

て得た額 

医 師 海 外 

派 遣 事 業 

費用負担協定 

医師海外派遣事業に係る費用負担に

ついて、国立大学法人筑波大学と協定

を締結する。 

令和７年度から 

令和８年度まで 
18,000千円 

循環器内科医 

海 外 研 修 

事業費補助 

茨城県循環器内科医海外研修費補助金

制度に基づき、常陸大宮済生会病院循

環器内科で勤務する医師が海外研修を

行う場合に、研修費用を助成する。 

令和７年度から 

令和11年度まで 
43,200千円 

地 域 医 療 

薬 剤 師 

修 学 資 金 

貸 与 契 約 

茨城県地域医療薬剤師修学資金貸与

条例に基づき、修学資金貸与契約を修

学生と締結する。 

令和７年度から 

令和12年度まで 
14,400千円 
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【地方債】 

起債の目的 
限度額 

（千円） 
起債の方法 利率 償還の方法 

県立医療大学設備整備事業 300,200 
債券発行 

又は 

普通貸借 

年利 5.0％ 

以内 
30 年以内 保健所施設整備事業 412,000 

いばらき予防医学プラザ整備事業 107,800 

（合計） 820,000  
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○保健医療部の主な事業 

 

保健所庁舎リニューアル事業 ··································· ９ 

重度心身障害者医療費助成事業 ································· 11 

看護補助者処遇改善事業 ······································· 13 

薬剤師確保対策事業 ··········································· 15 
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主要事業等の概要（案） 

 
保健医療部保健政策課 

事業名又は議案の 

名 称 
保健所庁舎リニューアル事業【拡充】 

１ 予 算 額 ６６２，８２７千円 

２ 現況・課題 保健所庁舎は、９保健所のうち５保健所が築 40 年を経過し、

老朽化・狭隘化が進むほか、３保健所が浸水想定区域内に立地し

ていることから、新興感染症対策や大規模災害時の健康危機管理

の司令塔としての機能を充分に発揮できない可能性がある。 

３ 必要性・ねらい 保健所の建て替え・移転により、新興感染症対策や大規模災害

時の健康危機管理の司令塔としての機能を強化する必要がある。 

４ 事業の内容 

 （事業フロー、 

年次別・全体計

画等） 

今年度、実施設計が完了する土浦保健所の建設工事に着工する

ほか、古河、潮来、竜ケ崎、つくば保健所の建て替えや移転に向

け、基本設計を実施する。 
 
保健所名 

（建築年） 

整備の 

方向性 
Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８以降 

土浦 

(S47.4) 
現地建替 建設工事 建設工事 

供用開始 

外構・解体 

工事 

古河(※) 

(S48.4) 
移転建替 基本設計 実施設計 建設工事 

潮来(※) 

(S53.5) 
移転建替 基本設計 実施設計 建設工事 

竜ケ崎(※) 

(S54.11) 
移転建替 基本設計 実施設計 建設工事 

つくば 

(S56.3) 
現地建替 基本設計 実施設計 建設工事 

(※)浸水想定区域内に立地 

５ 参考事項 

 （過去の実績、 

他県の状況、 

関連データ等） 

筑西保健所は、2022 年３月に筑西合同庁舎に移転済み。 
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【
概
要
】

保
健
所
庁
舎
は
、
９
保
健
所
の
う
ち
５
保
健
所
が
築
40
年
を
経
過
し
、
老
朽
化
・
狭
隘
化
が
進
む
こ
と
な
ど
か
ら
、

建
て
替
え
・
移
転
に
よ
り
、
新
興
感
染
症
対
策
や
大
規
模
災
害
時
の
健
康
危
機
管
理
の
司
令
塔
と
し
て
の
機
能
を
強
化

す
る
。

【
想
定
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
】

保
健
所
の
機
能
強
化
を
図
る
た
め
、
老
朽
化
が
進
む
保
健
所
庁
舎
の
建
て
替
え
に
取
り
組
み
ま
す
。

保
健
所
庁
舎
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
事
業

令
和
６
年
度
当
初
予
算
案

【
Ｒ
6
当
初
要
求
額

6
63
百
万
円
】

（
Ｒ
5
当
初
予
算
額
6
9
百
万
円
）

保
健
医
療
部
保
健
政
策
課
保
健
所
・
医
療
大
Ｇ
（
02
9-
30
1-
31
29
）

保
健
所
名

（
建
築
年
）

整
備
の

方
向
性

R
6

R
7

R
8
以
降

土
浦
保
健
所

（
S
4
7
.4
）

現
地
建
替

建
設
工
事

（
5
5
8
百
万
円
）

建
設
工
事

（
8
0
2
百
万
円
）

供
用
開
始

外
構
・
解
体
工
事

古
河
保
健
所

（
S
4
8
.4
）

移
転
建
替

基
本
設
計

（
2
4
百
万
円
）

実
施
設
計

建
設
工
事

潮
来
保
健
所

（
S
5
3
.5
）

移
転
建
替

基
本
設
計

（
2
7
百
万
円
）

実
施
設
計

建
設
工
事

竜
ケ
崎
保
健
所

（
S
5
4
.1
1
）

移
転
建
替

基
本
設
計

（
2
7
百
万
円
）

実
施
設
計

建
設
工
事

つ
く
ば
保
健
所

（
S
5
6
.3
）

現
地
建
替

基
本
設
計

（
2
6
百
万
円
）

実
施
設
計

建
設
工
事

事
務
費
等

-
（
1
百
万
円
）

-
-

予
算
要
求
額
計

6
6
3
百
万
円

-
-

-
 1

0
 -



主要事業等の概要（案） 

 
保健医療部保健政策課 

事業名又は議案の 

名 称 

 重度心身障害者医療費助成（マル福）事業【拡充】 
（重度マル福における対象要件の拡大について） 

１ 予 算 額 ３，４７６，１９５千円（うち拡充分 ４１，４０４千円） 

２ 現況・課題 重度心身障害者医療費助成（マル福）制度については、障害の

程度が重度の方を対象としており、障害の程度が中度である精神

障害者保健福祉手帳２級保持者については、対象としていない。 

３ 必要性・ねらい 障害の程度が中度の精神障害（手帳２級）と、中度の身体障害

又は知的障害が重複している方等を、マル福の対象に加え、対象

者の健康の保持と経済的負担の軽減を図る。 

４ 事業の内容 

 （事業フロー、 

年次別・全体計

画等） 

（１）実施主体  ：市町村（県補助率１／２） 

（２）対 象 者  ：重度心身障害者等 

【2024 年４月から追加】次の要件のいずれかを満たす方 

・身体障害者手帳４級かつ IQ50 以下 

・精神障害者保健福祉手帳２級かつ身体障害者手帳３級又は

４級 

・精神障害者保健福祉手帳２級かつ IQ50 以下 

（３）所得制限 ：特別児童扶養手当の支給制限額準用 

所得額 5,129 千円＋(380 千円×扶養人数) 

（４）給付内容 ：各医療保険の一部負担金相当額 

（５）自己負担 ：なし 

（６）追加対象者：約 450 人 

５ 参考事項 

 （過去の実績、 

他県の状況、 

関連データ等） 

○他県の状況 

精神障害者保健福祉手帳２級と他の障害者手帳との重複保

持を医療費助成の対象としている県は、下記のとおり。 

都道 
府県 

助成対象 

その他の要件 精神科 精神科以外 

入院 通院 入院 通院 

福島県 × 〇 〇 〇 
身体障害者手帳又は療育手帳
の重複保持者 

島根県 〇 〇 〇 〇 
身体３、４級手帳保持又は
IQ50 以下（中度）を重複して
いる者 
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重
度
心
身
障
害
者
医
療
費
助
成
（
マ
ル
福
）
制
度
の
対
象
者
に
、
精
神
障
害
者
保
健
福
祉
手
帳
２
級

を
保
持
し
、
か
つ
、
中
度
の
身
体
障
害
者
手
帳
又
は
療
育
手
帳
（
Ｉ
Ｑ
５
０
以
下
）
を
保
持
す
る
方

（
重
複
保
持
者
）
を
追
加
し
ま
す
。
（
令
和
６
年
４
月
～
）

※
拡
充
分
：
４
２
百
万
円

追
加
対
象
者
：
約
４
５
０
人

重
度
心
身
障
害
者
医
療
費
助
成
事
業

令
和
６
年
度
当
初
予
算
案

【
Ｒ
6
当
初
予
算
額

3
,4
7
7百

万
円
】

（
Ｒ
5当

初
予
算
額
3
,
2
3
3
百
万
円
）

保
健
医
療
部
保
健
政
策
課
国
民
健
康
保
険
室
医
療
福
祉
Ｇ
（
02
9-
30
1-
31
71
）

【
事
業
内
容
】

○
実
施
主
体

：
市
町
村
（
県
は
対
象
経
費
の
１
／
２
補
助
）

○
対
象
者

次
の
要
件
の
い
ず
れ
か
を
満
た
す
方

※
下
線
は
令
和
６
年
４
月
１
日
か
ら
新
規
追
加

(6
5歳

以
上
で
一
定
の
障
害
の
あ
る
方
に
つ
い
て
は
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
へ
の
加
入
が
要
件
)

①
障
害
年
金
１
級

②
特
別
児
童
扶
養
手
当
１
級

③
身
体
障
害
者
手
帳
１
級
・
２
級
・
３
級
内
部
障
害
者

④
Ｉ
Ｑ
３
５
以
下

⑤
身
体
障
害
者
手
帳
３
級
又
は
４
級
か
つ
Ｉ
Ｑ
５
０
以
下

⑥
精
神
障
害
者
保
健
福
祉
手
帳
１
級

⑦
精
神
障
害
者
保
健
福
祉
手
帳
２
級
か
つ
身
体
障
害
者
手
帳
３
級
又
は
４
級

⑧
精
神
障
害
者
保
健
福
祉
手
帳
２
級
か
つ
Ｉ
Ｑ
５
０
以
下

※
以
下
は
変
更
な
し

○
所
得
制
限

：
特
別
児
童
扶
養
手
当
の
支
給
制
限
額
準
用

所
得
額
5,
1
29
千
円
＋
(3
8
0千

円
×
扶
養
人
数
)

○
給
付
内
容

：
各
医
療
保
険
の
一
部
負
担
金
相
当
額

○
自
己
負
担

：
な
し

-
 1

2
 -



主要事業等の概要（案） 

 
保健医療部医療局医療人材課 

事業名又は議案の 

名 称 
看護補助者処遇改善事業【新規】 

１ 予 算 額 １００，６５６千円 

２ 現況・課題 国の「デフレ完全脱却のための総合経済対策」（令和５年 11

月２日閣議決定）において、医療分野の賃金が低水準であること

を踏まえ、必要な人材を確保するため、看護補助者の処遇改善が

示されたところ。 

３ 必要性・ねらい 看護補助者の収入を一定程度引き上げるため、賃上げ効果が継

続される取組を行うことを前提として、医療機関に必要な費用を

補助する。 

４ 事業の内容 

 （事業フロー、 

年次別・全体計

画等） 

〔事業概要〕 

【対象】 

病院及び有床診療所（※）に勤務する看護補助者 

※ 看護補助者の配置を要件とする診療報酬を算定する医療機関 

【補助単価（月額/人）】 

6,000 円＋990 円（法定福利費等の事業主負担分） 

【対象者数（見込み）】 

3,600 人 

【対象期間】 

2024 年２月～５月まで（計４カ月分） 

【補助率】 

国 10／10 

【看護補助者が行う主な業務】 

看護師長及び看護職員の指導の下に行う、以下の業務 

① 療養生活上の世話（食事、清潔、排泄、入浴、移動等） 

② 病室内の環境整備やベッドメーキング 

③ 病棟内における看護用品及び消耗品の整理整頓 

④ 看護職員が行う書類・伝票の整理及び作成の代行 

⑤ 診療録の準備 等 

５ 参考事項 

 （過去の実績、 

他県の状況、 

関連データ等） 

６月以降は、診療報酬の改定により反映される予定 
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看
護
補
助
者
の
収
入
を
一
定
程
度
引
き
上
げ
る
た
め
、
賃
上
げ
効
果
が
継
続
さ
れ
る
取
組
を
行
う
こ
と

を
前
提
と
し
て
、
医
療
機
関
に
必
要
な
費
用
を
補
助
し
ま
す
。

看
護
補
助
者
処
遇
改
善
事
業
（
新
規
）

令
和
６
年
度
当
初
予
算
案

【
Ｒ
６
当
初
予
算
額

1
0
1百

万
円
】

保
健
医
療
部

医
療
局
医
療
人
材
課

人
材
育
成
Ｇ
（
0
29
-
3
0
1-
3
15
1
）

対
象

補
助
率

補
助
単
価

(月
額
/人
)

対
象
者
数

（
見
込
）

補
助
先

病
院
及
び
有
床
診
療
所

(※
)に

勤
務
す
る
看
護
補
助
者

国
10
/1
0

6
,0
0
0円

＋
99
0円

(社
会
保
険
料
等
の
事
業
主
負
担
分
)

3
,6
0
0人

医
療
機
関

【
補
助
対
象
等
】

【
看
護
補
助
者
が
行
う
主
な
業
務
】

看
護
師
長
及
び
看
護
職
員
の
指
導
の
下
に
行
う
、
以
下
の
業
務

①
療
養
生
活
上
の
世
話
（
食
事
、
清
潔
、
排
泄
、
入
浴
、
移
動
等
）

②
病
室
内
の
環
境
整
備
や
ベ
ッ
ド
メ
ー
キ
ン
グ

③
病
棟
内
に
お
け
る
看
護
用
品
及
び
消
耗
品
の
整
理
整
頓

④
看
護
職
員
が
行
う
書
類
・
伝
票
の
整
理
及
び
作
成
の
代
行

⑤
診
療
録
の
準
備

等

※
看
護
補
助
者
の
配
置
を
要
件
と
す
る
診
療
報
酬
を
算
定
す
る
医
療
機
関

６
月
以
降
は
、
診
療
報
酬
の
改
定
に
よ
り
反
映
さ
れ
る
予
定

【
対
象
期
間
】
20
2
4年

２
月
～
５
月
ま
で
（
計
４
カ
月
分
）

-
 1

4
 -



主要事業等の概要（案） 

 

保健医療部医療局薬務課 

事業名又は議案の 

名 称 
 薬剤師確保対策事業【新規】 

１ 予 算 額 ７，７４１千円 

２ 現況・課題  2023年６月に厚生労働省が公表した本県の薬剤師偏在指標による

と、地域的な偏在や業態（薬局、病院）の偏在があり、特に、病院

薬剤師は 0.67 と「薬剤師少数県」に区分（全国 39 位）され、病院

薬剤師の確保が喫緊の課題となっている。 
※ 薬剤師偏在指標＝薬剤師の実際の労働時間（供給）÷薬剤師の必要業務時間（需要） 

３ 必要性・ねらい 薬剤師の偏在の解消を目指すとともに、将来にわたって薬剤師の

安定確保を図る必要がある。 
特に病院薬剤師が不足していることから、県内の病院において薬

剤師の業務に従事しようとする者に対し、「奨学金返済支援」や「修

学資金の貸与」を行うことにより、地域医療の充実に必要な病院薬

剤師の養成及び確保を図る。 

４ 事業の内容 

 （事業フロー、 

年次別・全体

計画等） 

 関係団体と連携し、薬学生向け病院合同就職説明会、復職希望者

向け研修会、小中学生向け薬剤師体験会等を開催するほか、県とし

て、次の事業を実施する。 

（１）奨学金返済支援事業（5,276 千円） 

・対象者：奨学金の返済残額のある既卒薬剤師（薬局薬剤師等）

又は奨学金の貸与を受けている薬学部５・６年生 

・対象人数：10 名／年（2036 年までに 120 名確保予定） 

・支援額：１人当たり上限月額 2.5 万円（年間 30 万円） 

・支援期間：最長６年間 

・支援要件：県内の薬剤師不足地域内の病院で勤務を開始し、奨

学金の返済支援期間の 1.5 倍の期間、県内の病院に勤務。この

うち１／２以上の期間を薬剤師不足地域内の病院に勤務。併せ

て、病院からも県の支援額以上の支援を実施。 

（２）薬学生修学資金貸与事業（2,465 千円） 

・対象者：薬学部６年制課程に在学し、本県地域枠入試により入

学したもの（ただし、県内高等学校等を卒業した者等） 

・対象人数：２名／年（2025～2029 年度の５年間） 

・貸与額（月額）：国公立大学５万円、私立大学 10 万円 

・貸与期間：６年間 

・返還免除要件：県内の薬剤師不足地域内の病院で勤務を開始

し、修学資金貸与期間の 1.5 倍の期間、県内の病院に勤務。こ

のうち１／２以上の期間を薬剤師不足地域内の病院に勤務。 
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５ 参考事項 

（過去の実績、

他県の状況、

関 連 デ ー タ

等） 

【財源】 
 地域医療介護総合確保基金（国２／３、県１／３） 

 
【本県の薬剤師偏在指標】 

・現在、県内の９保健医療圏中、７保健医療圏が病院薬剤師少数

区域に該当し、今後何も対策を取らないと、将来（2036 年）、

８保健医療圏が病院薬剤師少数区域になると見込まれている。 
 

区域 

(二次保健 

医療圏/県) 

薬局 病院 
薬剤師少数 

都道府県・区域 現在 
将来 

(2036 年) 
現在 

将来 

(2036 年) 

水戸 1.05 1.20 0.73 0.73 該当（病院薬剤師） 

日立 0.93 1.20 0.64 0.70 該当（病院薬剤師） 

常陸太田・ 

ひたちなか 
0.91 1.10 0.54 0.58 該当（病院薬剤師） 

鹿行 0.75 0.89 0.52 0.55 該当（病院薬剤師） 

土浦 0.99 1.21 0.55 0.59 該当（病院薬剤師） 

つくば 1.47 1.42 0.97 0.84  

取手・竜ケ崎 0.91 1.06 0.75 0.74  

筑西・下妻 0.90 1.13 0.46 0.51 該当（病院薬剤師） 

古河・坂東 1.01 1.21 0.55 0.58 該当（病院薬剤師） 

茨城県 0.99 1.16 0.67 0.68 該当（病院薬剤師） 
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第６号議案 令和６年度茨城県立医療大学付属病院特別会計予算 
 

【歳出】                             （単位：千円） 

 
６年度当初 

（A） 

５年度当初 

（B） 

増減額 

（C=A-B） 

前年度比 

C/B 

予算額 3,281,755 3,719,328 △ 437,573 11.76％減 

 

【地方債】 

起債の目的 
限度額 

（千円） 
起債の方法 利率 償還の方法 

県立医療大学付属病院整備事業 39,800 

債券発行 

又は 

普通貸借 

年利 5.0％ 

以内 
30 年以内 

 

 

 

第７号議案 令和６年度茨城県国民健康保険特別会計予算 
 

【歳出】                             （単位：千円） 

 
６年度当初 

（A） 

５年度当初 

（B） 

増減額 

（C=A-B） 

前年度比 

C/B 

予算額 245,452,715 242,939,394 2,513,321 1.03％増 
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条 例 （案） の 概 要 

 
保健医療部保健政策課 

条例の名称 
茨城県立医療大学授業料等徴収条例の一部を改正する条例【一部

改正】 

１ 制定（改正） 

 の理由・根拠 

授業料等については、原則３～４年毎に見直しの必要性を検討し

ているが、2024 年度が見直し時期にあたることから、その必要性を

検討したところ、昨今の急激な電気料金等の高騰を踏まえ、改定を

行おうとするもの。 

なお、授業料等の見直しは、2005 年以来。 

２ 制定（改正） 

 の目的 

授業料等の見直し年度にあたることから、電気料金等の高騰を踏

まえ、授業料等を改定し、受益者負担の適正化を図る。 

３ 背景・必要性 電気料金、施設等の維持管理に要する経費が増加していることか

ら、授業料等を改定し、受益者負担の適正化を図る。 

４ 内 容 県立医療大学の授業料等について改定を行う。 

（主なもの）                     （単位：円） 

区分 単位 改定前 改定後 引上額 

授業料（学部・大学院・専攻科学生） 年額  535,800 553,500 17,700 

受講料（専任教員養成） １講座   238,850 246,800 7,950 

受講料（認定看護師養成） １講座 1,133,330 1,170,800 37,470 

科目等履修生、特別聴講学生授業料 １単位   14,800 15,300 500 

研究生授業料 月額 29,700 30,700 1,000 

研修生研修料 月額 45,100 46,600 1,500 

※ 物価高騰に伴う経費に対して、学生数や受講者数を勘案し、現行料金

の約3.3％を引上げ 

５ 効果・影響 増収見込み額：14,000 千円 

６ 施行日 2025 年４月１日  

７ 参考事項 ①利用者及び収入支出の推移          (単位：人、千円) 

年度 学生数 授業料収入 支出 うち光熱水費 

2018 774 385,611 1,965,309 109,572 

2019 778 375,987 1,979,912 105,011 

2020 785 372,275 1,898,312 88,919 

2021 785 370,929 2,058,498 107,203 

2022 794 377,588 2,222,159 157,626 

※学生数は、学部生、大学院生及び専攻科学生の総数 

②減免等の状況 

経済的な理由により修学が困難な学生に対しては、世帯の収入に

応じて授業料等の減免を実施。（減免率：１／３～全額） 

 

○2022 実績（授業料） 減免者数：67 人、減免額：26,276 千円 
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茨城県立医療大学授業料等徴収条例 新旧対照表 

改正案 現行 

（研修料） （研修料） 

第３条 本学に研修生を派遣しようとする者は，研修料を納

付しなければならない。 

第３条 本学に研修生を派遣しようとする者は，研修料を納

付しなければならない。 

２ 研修料の額は，次項に規定するものを除き，月額46,600

円とする。 

２ 研修料の額は，次項に規定するものを除き，月額45,100

円とする。 

３ 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する学

校又は同法第124条に規定する専修学校から派遣される研

修生に係る研修料の額は，実験を要する部門にあっては月

額37,300円，実験を要しない部門にあっては月額18,700円

とする。 

３ 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する学

校又は同法第124条に規定する専修学校から派遣される研

修生に係る研修料の額は，実験を要する部門にあっては月

額36,080円，実験を要しない部門にあっては月額18,040円

とする。 

（復学等の場合の授業料の額及び納付方法） （復学等の場合の授業料の額及び納付方法） 

第６条 第１期又は第２期の中途において復学，編入学又は

再入学（以下「復学等」という。）をした学部学生，専攻

科学生及び大学院学生に係るその期に納付する授業料の額

は，授業料の年額の12分の１に相当する額（その額に100

円未満の端数があるときは，これを切り捨てた額）に復学

等の日の属する月からその期の最後の月までの月数を乗じ

て得た額とする。 

第６条 第１期又は第２期の中途において復学，編入学又は

再入学（以下「復学等」という。）をした学部学生，専攻

科学生及び大学院学生に係るその期に納付する授業料の額

は，授業料の年額の12分の１に相当する額       

                      に復学等

の日の属する月からその期の最後の月までの月数を乗じて

得た額とする。 

２ 前項の授業料は，復学等の日の属する月に納付するもの

とする。 

２ 前項の授業料は，復学等の日の属する月に納付するもの

とする。 

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係） 

区分 入学検定料 入学料 授業料 

学部学生 17,000円県民 282,000

円 

年額 553,500

円 

その他の者 56

4,000円 

専攻科学生 18,000円県民 169,200

円 

年額 553,500

円 

その他の者 33

8,400円 

大学院学生 30,000円県民 282,000

円 

年額 553,500

円 

その他の者 56

4,000円 

研究生 9,800円 84,600円月額 30,700

円 

科目等履修生 9,800円 28,200円1単位につき 

15,300円 

特別聴講学生 ― ―1単位につき 

15,300円 
 

区分 入学検定料 入学料 授業料 

学部学生 17,000円県民 282,000

円 

年額 535,800

円 

その他の者 56

4,000円 

専攻科学生 18,000円県民 169,200

円 

年額 535,800

円 

その他の者 33

8,400円 

大学院学生 30,000円県民 282,000

円 

年額 535,800

円 

その他の者 56

4,000円 

研究生 9,800円 84,600円 月額 29,700

円 

科目等履修生 9,800円 28,200円 1単位につき 

14,800円 

特別聴講学生 ― ― 1単位につき 

14,800円 
 

備考 備考 

「県民」とは，次の各号のいずれかに該当する者をい

う。 

「県民」とは，次の各号のいずれかに該当する者をい

う。 
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(1) 入学手続を行う日の属する月の初日において，引

き続き１年以上県内に住所を有している者 

(1) 入学手続を行う日の属する月の初日において，引

き続き１年以上県内に住所を有している者 

(2) 入学手続を行う日の属する月の初日において，配

偶者又は１親等の親族が引き続き１年以上県内に住所

を有している者 

(2) 入学手続を行う日の属する月の初日において，配

偶者又は１親等の親族が引き続き１年以上県内に住所

を有している者 

(3) 知事が前２号に掲げる者に準ずると認める者 (3) 知事が前２号に掲げる者に準ずると認める者 

別表第２（第４条関係） 別表第２（第４条関係） 

区分 受講検定料 受講料 

特定の分野に関

し高度な技術及

び知識を有する

看護師を養成す

るための公開講

座で規則で定め

るもの 

52,380円県民 1講座につき1,170,800

円 

その他の者 1講座につき1,2

24,900円 

保健師助産師看

護師法（昭和23

年法律第203

号）に規定する

保健師養成所，

助産師養成所，

看護師養成所及

び准看護師養成

8,380円県民 1講座につき246,800円 

その他の者 1講座につき27

3,800円 

区分 受講検定料 受講料 

特定の分野に関

し高度な技術及

び知識を有する

看護師を養成す

るための公開講

座で規則で定め

るもの 

52,380円県民 1講座につき1,133,330

円 

その他の者 1講座につき1,1

85,720円 

保健師助産師看

護師法（昭和23

年法律第203

号）に規定する

保健師養成所，

助産師養成所，

看護師養成所及

び准看護師養成

8,380円県民 1講座につき238,850円 

その他の者 1講座につき26

5,050円 

所の教員を養成

するための公開

講座で規則で定

めるもの 
 

所の教員を養成

するための公開

講座で規則で定

めるもの 
 

備考 備考 

「県民」とは，次の各号のいずれかに該当する者をい

う。 

「県民」とは，次の各号のいずれかに該当する者をい

う。 

(1) 公開講座を開始する日の属する月の初日におい

て，引き続き１年以上県内に住所を有している者 

(1) 公開講座を開始する日の属する月の初日におい

て，引き続き１年以上県内に住所を有している者 

(2) 公開講座を開始する日の属する月の初日におい

て，配偶者又は１親等の親族が引き続き１年以上県内

に住所を有している者 

(2) 公開講座を開始する日の属する月の初日におい

て，配偶者又は１親等の親族が引き続き１年以上県内

に住所を有している者 
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条 例 （案） の 概 要 

 
保健医療部保健政策課 

条例の名称 
茨城県立医療大学付属病院の設置及び管理に関する条例の一部を

改正する条例【一部改正】 

１ 制定（改正） 

 の理由・根拠 

使用料等については、原則３～４年毎に見直しを検討しているが、

2024年度が見直し時期にあたることから、改定作業を行ったところ、

電気料金等の高騰を踏まえ、今回、付属病院の特別室の使用料の改

定を行おうとするもの。 

料金の見直しは、消費税改定による値上げを除き、2008 年以来。 

２ 制定（改正） 

 の目的 

 使用料等の見直し年度にあたることから、電気料金等の高騰を踏

まえ、使用料等を改定し、受益者負担の適正化を図る。 

３ 背景・必要性  電気料金、施設等の維持管理に要する経費が増加していることか

ら、使用料等を改定し、受益者負担の適正化を図る。 

４ 内 容 特別室の使用料の上限について、「日額 13,460 円」から「日額

13,990 円」に改定する。 

 

※特別室：通常の共同部屋（１室当り４床）と異なり、シャワー・

トイレ等を完備した個室部屋 

５ 効果・影響 増収見込み額：650 千円 

６ 施行日 2024 年 10 月１日 

７ 参考事項 ①利用者及び収入支出の推移     （単位：人、千円） 

年度 延べ利用者数 うち使用料 

2018 5,634 26,946 

2019 5,871 24,909 

2020 5,424 25,558 

2021 4,483 19,795 

2022 4,618 17,409 

 

②減免等の状況 

感染対策やベッドコントロールなど病棟管理のため、特別室の使

用が必要な場合等には、使用料を徴収しない。 
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条 例 （案） の 概 要 

 
保健医療部保健政策課 

条例の名称 
茨城県後期高齢者医療財政安定化基金条例の一部を改正する条

例【一部改正】 

１ 制定（改正） 

の理由・根拠 

 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律第 80 号）第

116 条第１項の規定により設置された茨城県後期高齢者医療財政

安定化基金について、条例で定める拠出率に係る規定を改正する

必要が生じたため。 

２ 制定（改正） 

の目的 

 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律第 80 号）及

び前期高齢者交付金及び後期高齢者医療の国庫負担金の算定等に

関する政令（平成 19 年政令第 325 号）に基づき条例で定める拠出

率を変更するため、改正を行う。 

３ 背景・必要性 基金の残高が必要額に達し、次年度以降、医療給付費の状況に

応じて拠出率を調整していくこととするため。 

４ 内 容  条例で定める拠出率に係る規定の改正 

 「1 万分の 2.7」→「1 万分の 5 以内において規則で定める割合」 

 ※現時点で基金が必要額に達していることから、次年度の規則

で定める割合は零とする。 

５ 効果・影響  茨城県後期高齢者医療財政安定化基金への拠出額の変更。 

６ 施行日  2024 年４月１日 

７ 参考事項  新旧対照表は別添のとおり。 

 

＜基金の概要＞ 

(１) 積立方法 

国、県及び後期高齢者医療広域連合（保険者）で３分の１ず

つ拠出 

(２) 事業内容 

後期高齢者医療広域連合の保険財政の安定化を図るため、保

険料未納や医療給付費が見込みを上回ったことによる財源不

足等の際に資金の貸付・交付を行う。 
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条 例 （案） の 概 要 

 
保健医療部健康推進課 

条例の名称 
 茨城県立健康プラザの設置及び管理に関する条例の一部を改

正する条例【一部改正】 

１ 制定（改正） 

 の理由・根拠 

使用料等については、原則３～４年毎に見直しを検討している

が、2024 年度が見直し時期にあたることから、改定作業を行っ

たところ、電気料金等の高騰を踏まえ、今回使用料の改定を行お

うとするもの。 

料金の見直しは、消費税改定による値上げを除き、2000 年以

来。 

また、指定管理の終了及び県直営化に伴い、指定管理に係る条

項の削除その他所要の改正を行うもの。 

２ 制定（改正） 

 の目的 

使用料等の見直し年度にあたることから、電気料金等の高騰を

踏まえ、使用料を改定し、受益者負担の適正化を図るとともに、

指定管理の終了及び県直営化に伴う所要の改正を行う。 

３ 背景・必要性 電気料金等の経費が増加していることから、使用料を改定し、

受益者負担の適正化を図る必要がある。 

また、施設管理について、中央保健所による効率的な運営体制

にするため、指定管理終了後の2024年度以降は県直営とすること

に伴い、指定管理に係る条項の削除等が必要となる。 

４ 内 容 （１）使用料の改定 

   （主なもの） 

   ・大会議室（全日）10,560 円 → 12,670 円 

（２）指定管理の終了及び県直営化に伴う改正 

   指定管理に係る条項の削除その他所要の改正を行う。 

５ 効果・影響 ○ 使用料の改定による増収見込み額：448千円 

○ 施設を県直営とし、中央保健所が施設管理に係る業務を一括

して行うことにより、事務の効率化や経費の節減等を図る。 

６ 施行日 2024 年４月１日（指定管理の終了等に伴う改正） 

2024 年 10 月１日（使用料に係る改定） 

７ 参考事項 【会議室の利用者数及び貸出件数の推移】 

年度 利用者数 利用料収入(千円）貸出件数（件） 

2019 48,182 1,734 772 

2020 7,016 1,500 297 

2021 4,100 - 308 

2022 5,266 - 323 

※  会議室の利用者は、新型コロナウイルス感染拡大の影響等により、

2020 年度以降大幅に減少し、2021 年度から外部貸出しも休止中。 

  2024 年度から会議室の外部貸出しを再開予定。 
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茨城県立健康プラザの設置及び管理に関する条例 新旧対照表（第１条改正（令和６年４月１日施行）） 

改正案 現行 

（開館日等） （開館日等） 

第４条 健康プラザの開館日及び開館時間は、規則で定める。 第４条 健康プラザの開館日及び開館時間は，次の表に定め

るとおりとする。 

 開館日 開館時間 

国民の祝日に関する法律（昭

和23年法律第178号）第3条に

規定する休日及び12月29日か

ら翌年1月3日までの日を除く

毎日 

午前9時から午後5時まで。ただ

し，展示室にあっては，日曜日

及び土曜日は午前10時から午

後4時まで 

 

 ２ 知事は，特別の事由があると認めるときは，開館日及び

開館時間を臨時に変更することができる。 

（使用料の納付） （指定管理者による管理） 

第９条 使用者は、別表に定める使用料を納付しなければな

らない。 

 

第９条 健康プラザの管理は，法人その他の団体であって知

事が指定するもの（以下「指定管理者」という。）に行わ

せることができる。 

２ 前項の使用料は、使用者が使用する前に納付しなければ

ならない。 

 

 （指定管理者が行う業務） 

（削除） 第10条 指定管理者は，次に掲げる業務（以下「指定管理業

務」という。）を行うものとする。 

 (1) 健康プラザの開館日及び開館時間の臨時の変更に関

する業務 

 (2) 健康プラザの入館の制限等に関する業務 

 (3) 施設の使用の承認に関する業務 

 (4) 施設の使用の承認の取消し等に関する業務 

 (5) 健康プラザの維持管理（知事が必要と認める事項に限

る。第14条第３号において同じ。）に関する業務 

 (6) 健康に関する情報の提供に係る事業の実施に関する

業務 

 (7) 疾病の予防並びに健康の保持及び増進に係る事業の

実施に関する業務 

 (8) 前各号に掲げるもののほか，知事が健康プラザの管理

上必要と認める業務 

 ２ 前項第１号の規定による変更は，あらかじめ知事の承認

を得て行わなければならない。 

 （指定管理者の申請） 

（削除） 第11条 第９条の規定による指定を受けようとするもの（以

下「団体」という。）は，規則で定める申請書に次に掲げ

る書面を添えて，知事に申請しなければならない。 

 (1) 指定管理業務に係る計画書 

 (2) 定款その他これに準ずる書面 

 (3) 法人にあっては，登記事項証明書 
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 (4) 申請の日の属する事業年度の前事業年度（以下「前事

業年度」という。）における財産目録，貸借対照表，損

益計算書その他団体の財務状況を明らかにする書面 

 (5) 前事業年度における事業報告書その他団体の業務内

容を明らかにする書面 

 (6) 前各号に掲げるもののほか，知事が特に必要と認める

書面 

 （指定管理者の指定） 

（削除） 第12条 知事は，前条の規定による申請があったときは，次

に掲げる基準により最も適切に健康プラザの管理を行うこ

とができると認める団体を指定管理者に指定するものとす

る。 

 (1) 前条第１号に掲げる計画書（以下「計画書」という。）

による健康プラザの管理が県民の平等な利用を確保する

ことができるものであること。 

 (2) 計画書の内容が健康プラザの効用を最大限に発揮さ

せるとともに，その管理に係る経費の縮減が図られるも

のであること。 

 (3) 計画書に沿った管理を安定して行う物的能力及び人

的能力を有するものであること。 

 （指定管理者の公表） 

（削除） 第13条 知事は，指定管理者を指定し，若しくは指定を取り

消したとき，又は期間を定めて指定管理業務の全部若しく

は一部の停止を命じたときは，遅滞なく，その旨を公示す

るものとする。 

 （管理の基準） 

（削除） 第14条 指定管理者は，第３条に規定するもののほか，次に

掲げる基準により，指定管理業務を行わなければならない。 

 (1) 関係法令及び条例の規定を遵守し，適正な管理を行う

こと。 

 (2) 入館者に対して平等かつ適切なサービスの提供を行

うこと。 

 (3) 健康プラザの維持管理を適切に行うこと。 

 (4) 指定管理業務に関連して取得した個人に関する情報

を適切に取り扱うこと。 

 （利用料金の納付等） 

（削除） 第15条 使用者は，規則で定めるところにより，指定管理者

に利用料金を納付しなければならない。 

 ２ 利用料金は，別表に掲げる額の範囲内において，あらか

じめ知事の承認を得て，指定管理者が定める。 

 （利用料金の収受） 

（削除） 第16条 知事は，指定管理者に利用料金を当該指定管理者の

収入として収受させる。 

（使用料 の減免） （利用料金の減免） 

第10条 知事   は、公益上必要があると認めるときは、 第17条 指定管理者は，公益上必要があると認めるときは，
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規則で定めるところにより、使用料 を減免することがで

きる。 

規則で定めるところにより，利用料金を減免することがで

きる。 

（使用料の返還） （利用料金の返還） 

第11条 使用者が既に納付した使用料 は、返還しない。た

だし、その責めに帰することができない事由により使用が

できなくなったとき                 

   は、納付した使用料 の全部又は一部を返還するこ

とができる。 

第18条 使用者が既に納付した利用料金は，返還しない。た

だし，その責めに帰することができない事由により使用が

できなくなったとき，その他指定管理者が特に必要と認め

るときは，納付した利用料金の全部又は一部を返還するこ

とができる。 

 （指定管理者の指定を取り消した場合等の特例） 

（削除） 第19条 法第244条の２第11項の規定により指定管理者の指

定を取り消し，又は期間を定めて指定管理業務の全部若し

くは一部（利用料金の収受を含む場合に限る。）の停止を

命じた場合等で，知事が臨時に健康プラザの管理を行うと

きに限り，新たに指定管理者を指定し，又は当該停止の期

間が終了するまでの間，知事は，別表に掲げる額の範囲内

において，知事が定める使用料を徴収する。 

 ２ 前項の場合においては，第15条第１項，第17条及び前条

の規定を準用する。この場合において，これらの規定中「指

定管理者」とあるのは「知事」と，「利用料金」とあるの

は「使用料」と読み替えるものとする。 

（委任） （委任） 

第12条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 第20条 この条例の施行に関し必要な事項は，規則で定める。 

別表（第７条、第９条関係） 別表（第７条，第15条，第19条関係） 

使 用 料   

（単位 円）

施設の種類 

午前 

（午前9時

から正午ま

で） 

午後 

（午後1時

から午後5

時まで） 

全日 

（午前9時

から午後5

時まで） 

大会議室 4,530 6,030 10,560 

中会議室 2,260 3,010 5,270 

小会議室 1,980 2,650 4,630 

視聴覚室 2,260 3,010 5,270 
 

利用料金 

（単位 円）

施設の種類 

午前 

（午前9時

から正午ま

で） 

午後 

（午後1時

から午後5

時まで） 

全日 

（午前9時

から午後5

時まで） 

大会議室 4,530 6,030 10,560 

中会議室 2,260 3,010 5,270 

小会議室 1,980 2,650 4,630 

視聴覚室 2,260 3,010 5,270 
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茨城県立健康プラザの設置及び管理に関する条例 新旧対照表（第２条改正（令和６年10月１日施行）） 

改正案 現行 

別表（第７条、第９条関係） 別表（第７条，第９条関係） 

使 用 料 

（単位 円）

施設の種類 

午前 

（午前9時

から正午ま

で） 

午後 

（午後1時

から午後5

時まで） 

全日 

（午前9時

から午後5

時まで） 

大会議室 5,430 7,240 12,670 

中会議室 2,710 3,610 6,320 

小会議室 2,380 3,180 5,560 
 

使 用 料 

（単位 円）

施設の種類 

午前 

（午前9時

から正午ま

で） 

午後 

（午後1時

から午後5

時まで） 

全日 

（午前9時

から午後5

時まで） 

大会議室 4,530 6,030 10,560 

中会議室 2,260 3,010 5,270 

小会議室 1,980 2,650 4,630 

視聴覚室 2,260 3,010 5,270 
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条 例 （案） の 概 要 

 
保健医療部医療局医療政策課 

条例の名称 
医療法等に基づき病院及び療養病床を有する診療所の人員及び施

設に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例【一部改正】 

１ 制定（改正） 

 の理由・根拠 

医療法等の規定に基づき各種基準等を定める本条例について、医

療法施行規則の一部改正（管理栄養士を配置基準に追加）に伴い、

所要の改正をするもの。 

２ 内 容 病院が有しなければならない従業者の基準を、医療法施行規則と

同じ内容で改正する。 

「栄養士」→「栄養士又は管理栄養士」 

３ 効果・影響 条文に「管理栄養士」を明記することで、「管理栄養士」の配置

に係る条例上の位置付けが明確になる。 

なお、管理栄養士は、栄養士の資格を保有しており、従前から管

理栄養士の配置は可能であったことから、実質的な配置基準の運用

に影響は生じない。 

４ 施行日 2024 年４月１日 

５ 参考事項  医療法施行規則第 19 条第２項第４号の改正（2024 年４月１日施

行） 

 「栄養士 病床数百以上の病院にあつては、一」とあるのを、「栄

養士又は管理栄養士 病床数百以上の病院にあつては、一」に改め

る。 
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条 例 （案） の 概 要 

 
保健医療部医療局医療人材課 

条例の名称 
茨城県看護専門学校の設置及び管理に関する条例の一部を改正す

る条例【一部改正】 
１ 制定（改正） 

 の理由・根拠 

 授業料等については、原則３～４年毎に見直しの必要性を検討し

ているが、2024 年度が見直し時期にあたることから、その必要性を

検討したところ、昨今の急激な光熱水費の高騰を踏まえ、改定を行

おうとするもの。 

なお、授業料等の見直しは、2006 年度以来。 

２ 制定（改正） 

 の目的 

 授業料等の見直し年度にあたることから、光熱水費の高騰を踏ま

えて改定し、受益者負担の適正化を図る。 

３ 背景・必要性  光熱水費に要する経費が増加していることから、授業料等を改定

し、受益者負担の適正化を図る。 

４ 内 容  県立看護専門学校の授業料について、「月額 13,900 円」から「月

額 14,900 円」に改定する。 
※改定後の金額は、物価高騰に伴うかかり増し経費（光熱水費)を総定員数

で除した金額を現行の金額に上乗せして算出 

５ 効果・影響  増収見込み額：４百万円 

６ 施行日  2025 年４月１日（2025 年度入学生から適用） 

７ 参考事項 

①県立看護専門学校の概要 
学校名 中央看護専門学校 つくば看護専門学校 
所在地 笠間市鯉渕 つくば市天久保１丁目 

定 員 助産学科      25 人 

看護学科３年課程 120 人 

看護学科２年課程   80 人 

看護学科３年課程  120 人 

 
②学生数及び収入支出の推移                   （単位：千円） 
＜中央看護専門学校運営費＞ 

年度 学生数(助産、3 年、2 年) 授業料収入 支出 うち光熱水費 

2018 214 人 (26 人、119 人、69 人) 33,555 72,691 4,958 

2019 212 人 (26 人、119 人、67 人) 33,443 74,491 4,815 

2020 191 人 (24 人、120 人、47 人) 28,731 85,717 4,754 

2021 171 人 (20 人、116 人、35 人) 25,520 76,385 5,335 

2022 168 人 (21 人、111 人、36 人) 24,297 98,342 8,774 
 

＜つくば看護専門学校運営費＞                   
年度 学生数 授業料収入 支出 うち光熱水費 

2018 126 人 20,006 122,680 13,204 

2019 119 人 18,223 147,051 12,627 

2020 117 人 17,750 129,653 13,053 

2021 117 人 17,139 120,959 13,890  

2022 119 人 16,736 143,302 14,448 
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③授業料減免の状況                      （単位：人、円） 

 
 

年度 
中央看護専門学校 つくば看護専門学校 

人数 減免額 人数 減免額 

2020  9 1,195,400 12 1,584,600 

2021 14 1,779,200 12 1,612,400 

2022 16 1,834,800 18 2,446,400 
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条 例 （案） の 概 要 

 
保健医療部医療局医療人材課 

条例の名称 
茨城県地域医療医師修学資金貸与条例の一部を改正する条例【一

部改正】 
１ 制定（改正） 

 の理由・根拠 

2024 年度から、獨協医科大学及び帝京大学に本県地域枠（全国対

象）を新増設するため。 

２ 制定（改正） 

 の目的 

本県の地域枠を新増設し、県内外から広く受験生を募集すること

により、将来、本県の地域医療を担う修学生医師を確保する。 

３ 背景・必要性 医師が不足している状況に鑑み、地域医療の充実に必要な医師を

確保する必要がある。 

４ 内 容 地域枠のうち全国からの応募が可能な枠（全国対象）に獨協医科

大学及び帝京大学を追加する。 
※ 条例においては、全国対象を限定列挙していることから、全国対象

として獨協医科大学及び帝京大学を条文に追加する必要がある。 

５ 効果・影響 将来、一定期間、医師不足地域に勤務する医師を確保することに

より、本県の地域医療の充実に資する。 

６ 施行日 2024 年４月１日（2024 年度入学生から貸与開始） 

７ 参考事項 ○ 地域医療医師修学資金制度の概要（現行） 
（１）対象者（次のいずれかに該当する者） 
  ・ 県内の高校等卒業者又は県内居住者の子 
  ・ 筑波大学、東京医科歯科大学、順天堂大学、昭和大学、日

本大学の出願資格を満たす者（全国対象） 
（２）貸与金額（月額）：国立大学 20 万円、私立大学 25 万円 

（３）貸与期間：６年 

（４）返還免除要件 
知事が指定する医療機関において貸与期間の 1.5 倍に相当す

る期間（うち１／２以上は医師不足地域）勤務 
 

〇 地域枠定数：70 名（11 大学）（2024 年度） 

大学名 2023定員 
2024 定員 

増減  うち全国

対象 

筑波大学 36 名 36 名 10 名 － 

東京医科歯科大学 ５名 ５名 ３名 － 

東京医科大学 ８名 ８名  － 

日本医科大学 ２名 ２名  － 

杏林大学 ２名 ２名  － 

北里大学 ４名 ４名  － 

順天堂大学 ２名 ２名 ２名 － 

昭和大学 ４名 ４名 ４名 － 

日本大学 ３名 ３名 ３名 － 

獨協医科大学 － ２名 ２名 ＋２ 

帝京大学 １名 ２名 ２名 ＋１ 

合 計 67 名 70 名 26 名 ＋３   
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茨城県地域医療医師修学資金貸与条例 新旧対照表 

改正案 現行 

第１条及び第２条 略 第１条及び第２条 略 

（修学資金の貸与） （修学資金の貸与） 

第３条 知事は，次のいずれかに該当する者であって，大学

（大学院を除く。以下同じ。）の医学を履修する課程に在

学するもの（第３号に掲げる者にあっては，別表の左欄に

掲げる法人が設置する同表の右欄に掲げる大学の医学を履

修する課程に在学するものに限る。）のうち，第11条第１

項第５号に規定する指定従事医療機関において将来医師の

業務に従事しようとする者を対象とした入学試験により入

学したものに対し，修学資金を貸与することができる。 

第３条 知事は，次のいずれかに該当する者であって，大学

（大学院を除く。以下同じ。）の医学を履修する課程に在

学するもの（第３号に掲げる者にあっては，別表の左欄に

掲げる法人が設置する同表の右欄に掲げる大学の医学を履

修する課程に在学するものに限る。）のうち，第11条第１

項第５号に規定する指定従事医療機関において将来医師の

業務に従事しようとする者を対象とした入学試験により入

学したものに対し，修学資金を貸与することができる。 

(1) 県内の高等学校若しくは中等教育学校又は特別支援

学校の高等部を卒業し，又は修了した者 

(1) 県内の高等学校若しくは中等教育学校又は特別支援

学校の高等部を卒業し，又は修了した者 

(2) 県内に居住する者の子（前号に掲げる者を除く。） (2) 県内に居住する者の子（前号に掲げる者を除く。） 

(3) 前２号に掲げる者以外の者 (3) 前２号に掲げる者以外の者 

（平30条例56・全改，令４条例11・令５条例５・一部

改正） 

（平30条例56・全改，令４条例11・令５条例５・一部

改正） 

第４条から第16条 略 第４条から第16条 略 

別表（第３条関係） 別表（第３条関係） 

（令５条例５・追加） （令５条例５・追加） 

法人の名称 大学の名称 

国立大学法人筑波大学 筑波大学 

国立大学法人東京医科歯科大

学 

東京医科歯科大学 

学校法人獨協学園 獨協医科大学 

学校法人順天堂 順天堂大学 

学校法人昭和大学 昭和大学 

学校法人日本大学 日本大学 

学校法人帝京大学 帝京大学 

  

法人の名称 大学の名称 

国立大学法人筑波大学 筑波大学 

国立大学法人東京医科歯科大

学 

東京医科歯科大学 

学校法人順天堂 順天堂大学 

学校法人昭和大学 昭和大学 

学校法人日本大学 日本大学 
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条 例 （案） の 概 要 

 

保健医療部医療局薬務課 

条例の名称 茨城県地域医療薬剤師修学資金貸与条例【新規】 

１ 制定の理由・ 

根拠 

県内の病院において薬剤師が不足している状況に鑑み、地域医

療の充実に必要な薬剤師の養成及び確保を図るもの。 

※ 2023 年６月に厚生労働省が公表した「薬剤師偏在指標」の全

国比較において、本県が病院薬剤師少数都道府県に位置付けら

れるとともに、県内の二次保健医療圏中７医療圏が病院薬剤師

少数区域に位置付けられた。 

２ 制定の目的 薬剤師不足地域内の病院において将来薬剤師の業務に従事しよ

うとする者に対し、修学資金を貸与することにより、地域医療の

充実に必要な薬剤師の養成及び確保を図り、もって本県の医療の

向上に資するため。 

３ 背景・必要性  薬剤師偏在指標において、本県では将来にわたり病院薬剤師の

不足が見込まれることから、病院に勤務する薬剤師の養成確保が

必要である。 

【薬剤師偏在指標（茨城県）】（目標偏在指標：1.0） 

区  分 現在 将来(2036 年) 

薬局薬剤師偏在指標 0.99 1.16 

病院薬剤師偏在指標 0.67 0.68 
 

４ 内 容 修学資金の概要 

（１）対象者 

薬学部６年制課程に在学し、薬剤師不足地域内の病院におい

て将来薬剤師の業務に従事しようとする者を対象とした入学試

験（地域枠入試）により入学した者で、次のいずれかに該当す

るもの 

ア 県内の高等学校等を卒業し、又は修了した者 

 イ 県内に居住する者の子（アに掲げる者を除く。） 

（２）貸与額（月額） 

国公立  50,000 円 

私 立  100,000 円 

（３）貸与期間：正規の修学期間（６年間） 

（４）貸付利息：年 10％ 

（５）返還免除の要件 

次のア～ウ全てに該当する場合に修学資金の返還を免除す

る。 

 ア 卒業後１年６月以内に薬剤師の免許を取得し、直ちに薬剤

師不足地域内の病院で薬剤師業務に従事 

 イ 引き続き県内の病院で薬剤師業務に従事した期間が貸与期

間の２分の３に到達 

 ウ イの期間の２分の１以上を薬剤師不足地域内の病院で薬剤

師業務に従事 

 

- 38 -



（６）薬剤師不足地域 

病院に勤務する薬剤師の不足によりその確保が必要な地域と

して知事が定める地域をいう。 

５ 効果・影響  県内の薬剤師が不足する地域の病院に、薬剤師を効果的に確保

することができる。 

６ 施行日 2025 年４月１日 

７ 参考事項 〇修学資金貸与開始：2025 年度入学生から 

（入学試験：2024 年度実施） 

※順天堂大学薬学部に本県地域枠を設置 

大学との協定締結式：3/19（火）予定 

〇貸与人数：２名／年 

〇その他、参考資料のとおり 
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【参考資料】 

 

①薬剤師数（2020 年 12 月 31 日現在）             （単位：人） 

 

総数 薬局の従事者 病院の従事者 

 
順

位 

人口 

10 万対 

順

位 

 順

位 

人口 

10 万対 

順

位 

 順

位 

人口 

10 万対 

順

位 

茨城県 6,704 13 233.8  20 4,013 13 140.0 19 1,066 13 37.2 40 

全 国 321,982 － 255.2  － 188,982 － 149.8 － 55,948 － 44.4 － 

※出典：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」 

 

②薬剤師数年次推移（各年 12 月 31 日現在）         （単位：人） 

年 2008 2010 2012 2014 2016 2018 2020 

茨城県 6,158 6,286 6,375 6,385 6,605 6,604 6,704 

全 国 267,751 276,517 280,052 288,151 301,323 311,289 321,982 

※出典：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」 

 

③人口 10 万人当たり薬剤師数年次推移（各年 12 月 31 日現在） 

年 2008 2010 2012 2014 2016 2018 2020 

茨城県 207.8 211.7 216.6 218.7 227.4 229.5 233.8 

全 国 209.7 215.9 219.6 226.7 237.4 246.2 255.2 

※出典：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」 

 

④薬科大学（薬学部）数（６年制）  （単位：大学（学部）、人） 

 大学数（学部数） 入学定員数 

2023 年度 ７７（７９） 11,567 

※33 都道府県に設置 

※薬学教育６年制：2006 年４月開始（第１回卒業生 2012 年３月） 

※出典：文部科学省「薬科大学（薬学部）学科別一覧」 

※2025 年度以降、６年制薬学部の新設、収容定員増は抑制。（2023.10.1～申請不可） 

2023.3.29 文部科学省高等教育局長通知「大学、短期大学及び高等専門学校の設置等に係

る認可の基準の一部を改正する告示等の公布について（通知）」 
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⑤薬剤師偏在指標 

区域 

(二次保健医療圏/県) 

薬局 病院 

現在 
将来 

(2036 年) 
現在 

将来 

(2036 年) 

水戸 1.05 1.20 0.73 0.73 

日立 0.93 1.20 0.64 0.70 

常陸太田・ひたちなか 0.91 1.10 0.54 0.58 

鹿行 0.75 0.89 0.52 0.55 

土浦 0.99 1.21 0.55 0.59 

つくば 1.47 1.42 0.97 0.84 

取手・竜ヶ崎 0.91 1.06 0.75 0.74 

筑西・下妻 0.90 1.13 0.46 0.51 

古河・坂東 1.01 1.21 0.55 0.58 

茨城県 0.99 1.16 0.67 0.68 

※出典：2023 年６月９日厚生労働省公表資料「薬剤師偏在指標」 

※薬剤師の必要業務時間（需要）に対する薬剤師の実際の労働時間（供給）の比率 

目標偏在指標は「1.0」 

※「薬剤師偏在指標」のうち病院剤師偏在指標の全国比較において、本県が薬剤師少数都

道府県に位置付けられるとともに、県内の二次保健医療圏中７医療圏が薬剤師少数区域

に位置付けられた。 

※「薬剤少数都道府県」「薬剤師少数区域」とは、薬剤師偏在指標が目標偏在指標（1.0）よ

り低い都道府県・二次保健医療圏のうち下位 2 分の 1 にあたるもの（太枠内） 
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る

が
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３
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ら
職

員
１

人
増

を
予

定
し

て
お

り
、

県
へ

の
人

的
依

存
度

の
改

善
を

見
込

ん
で

い
る

と
こ

ろ
で

あ
る

。
引

き
続

き
安

定
的

に
人

材
確

保
に

努
め

る
よ

う
指

導
し

て
い

く
。

財
政

基
盤

の
安

定
化

に
つ

い
て

は
、

入
学

定
員

を
確

保
す

る
た

め
、

令
和

５
年

度
か

ら
従

来
の

学
生

確
保

の
取

組
を

見
直

し
、

入
試

時
期

の
前

倒
し

、
公

開
授

業
の

実
施

及
び

関
係

市
へ

の
Ｐ

Ｒ
の

協
力

要
請

等
に

取
り

組
ん

で
お

り
、

令
和

６
年

度
入

学
者

数
は

前
年

度
か

ら
大

き
く

改
善

す
る

見
込

み
で

あ
る

。
引

き
続

き
、

令
和

６
年

度
で

の
収

支
改

善
の

達
成

に
向

け
て

、
学

生
確

保
だ

け
で

な
く

、
管

理
費

等
の

抑
制

や
効

率
性

の
向

上
等

に
努

め
る

よ
う

に
指

導
し

て
い

く
。

「
運

営
改

善
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
」

に
つ

い
て

は
、

数
値

目
標

等
の

進
捗

管
理

を
行

う
ほ

か
、

外
部

委
員

を
交

え
た

委
員

会
に

お
い

て
プ

ラ
ン

の
実

効
性

を
検

証
す

る
こ

と
に

よ
り

、
計

画
の

着
実

な
実

施
に

努
め

る
と

と
も

に
、

法
人

運
営

の
自

立
化

・
安

定
化

を
進

め
て

ま
い

り
た

い
。

決 算 資 産

番 号
決

　
算

　
状

　
況

　
等

総
 
合

 
的

 
所

 
見

 
等

※
（

　
）

書
き

は
、

経
営

評
価

チ
ー

ム
が

県
所

管
課

に
向
け
た
意
見

左
 
に

 
係

 
る

 
対

 
応
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（
保
健
医
療
部
）

令
和
５
年
度
県
出
資
法
人
等
経
営
評
価
結
果

（
令
和
４
年
度
決
算
ベ
ー
ス
）

法
　

　
人

　
　

名

＜
評

 
価

 
区

 
分

＞

所
　

　
管

　
　

課

番 号
決

　
算

　
状

　
況

　
等

総
 
合

 
的

 
所

 
見

 
等

※
（

　
）

書
き

は
、

経
営

評
価

チ
ー

ム
が

県
所

管
課

に
向
け
た
意
見

左
 
に

 
係

 
る

 
対

 
応

基
本

財
産

県
出

資
額

県
出

資
比

率

4
1
7
,
8
2
6
千

円
2
8
1
,
2
8
8
千

円
6
7
.
3
％

前
期

正
味

財
産

増
減

額
当

期
正

味
財

産
増

減
額

正
味

財
産

期
末

残
高

8
千

円
1
7
千

円
4
2
5
,
7
5
4
千

円

＜
概
ね
良
好
＞

資
産

負
債

正
味

財
産

薬
　

務
　

課
4
2
7
,
5
3
6
千

円
1
,
7
8
2
千

円
4
2
5
,
7
5
4
千

円

2

(
公
財
)
い
ば
ら
き
腎

臓
財
団

出 資

法
人

は
、

設
立

目
的

に
沿

っ
た

運
営

が
行

わ
れ

て
お

り
、

コ
ロ

ナ
禍

に
お

い
て

オ
ン

ラ
イ

ン
形

式
を

取
り

入
れ

た
「

い
の

ち
の

学
習

会
」

や
医

療
関

係
者

向
け

の
研

修
会

、
若

手
研

究
者

・
医

療
関

係
者

等
に

対
す

る
研

究
助

成
や

褒
賞

事
業

な
ど

、
他

の
法

人
で

は
実

施
し

て
い

な
い

特
別

な
事

業
を

行
っ

て
い

る
。

引
き

続
き

、
「

い
の

ち
の

学
習

会
」

に
よ

る
命

の
大

切
さ

の
啓

蒙
や

組
織

適
合

検
査

費
用

の
助

成
等

に
よ

り
、

本
県

に
お

け
る

脳
死

下
・

心
停

止
後

の
臓

器
提

供
者

の
増

加
や

臓
器

移
植

推
進

に
つ

な
が

る
効

果
的

な
諸

事
業

を
実

施
さ

れ
た

い
。

ま
た

、
基

本
財

産
運

用
益

の
増

収
が

見
込

め
な

い
中

、
事

業
を

安
定

的
か

つ
継

続
的

に
実

施
す

る
た

め
に

は
、

自
主

財
源

の
確

保
を

図
り

、
自

己
収

益
比

率
を

高
め

る
必

要
が

あ
る

こ
と

か
ら

、
様

々
な

機
会

を
通

し
て

法
人

の
取

組
を

Ｐ
Ｒ

し
、

賛
助

会
員

の
拡

充
や

寄
付

金
の

募
集

等
に

よ
り

財
政

基
盤

の
充

実
を

図
り

、
今

後
も

県
民

の
健

康
・

福
祉

の
向

上
に

寄
与

さ
れ

た
い

。

県
内

の
脳

死
下

・
心

停
止

後
の

臓
器

提
供

件
数

は
、

着
実

に
増

加
し

て
い

る
も

の
の

、
そ

の
数

は
移

植
を

希
望

し
て

待
機

し
て

い
る

患
者

数
に

比
べ

る
と

大
き

く
不

足
し

て
い

る
状

況
で

あ
る

。
こ

う
し

た
状

況
の

改
善

に
向

け
て

、
「

い
の

ち
の

学
習

会
」

な
ど

、
命

の
大

切
さ

や
臓

器
移

植
の

意
義

を
普

及
啓

発
す

る
事

業
に

つ
い

て
、

本
県

に
お

け
る

脳
死

下
・

心
停

止
後

の
臓

器
提

供
者

の
増

加
や

臓
器

移
植

推
進

に
つ

な
が

る
効

果
的

な
方

法
を

法
人

と
と

も
に

模
索

し
て

い
く

。
ま

た
、

事
業

活
動

を
支

え
る

財
政

基
盤

に
つ

い
て

は
、

近
年

の
金

融
環

境
に

よ
り

、
基

本
財

産
運

用
益

の
増

収
が

見
込

め
な

い
こ

と
か

ら
、

法
人

の
取

組
の

Ｐ
Ｒ

に
よ

る
賛

助
会

員
の

拡
充

や
寄

付
金

の
募

集
な

ど
、

事
業

に
必

要
な

自
主

財
源

の
確

保
に

つ
い

て
、

継
続

的
に

支
援

を
し

て
い

く
。

決 算 資 産
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保
健
医
療
部
資
料
４

 
  

  

令
和
６
年
第
１
回
定
例
会
 

保
健
福
祉
医
療
委
員
会
資
料

 

  

令
和
５
年
度

 決
算
特
別
委
員
会
 

事
務
事
業
の
見
直
し
、
改
善
の
申
し
入
れ
へ
の
対
応
状
況
一
覧

 

 

    

令
和
６
年
３
月

1
4
日

 

保
健

医
療

部
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令
和
５
年
度

 決
算
特
別
委
員
会

 事
務
事
業
の
見
直
し
、
改
善
の
申
し
入
れ
へ
の
対
応
状
況
一
覧
 

【
部
局
名
：
保
健
医
療
部
】
 

No
. 

申
し
入
れ
の
項
目
 

（
担
当
課
）
 

申
し
入
れ
の
内
容
 

Ｒ
６
当
初
予
算
へ
の
反
映
状
況
 

そ
の
他
対
応
状
況
 

１
 

保
健
所
、
児
童
相
談
所
に
つ
い
て
 

（
保
健
政
策
課
）
 

※
福
祉
部
で
も
対
応
 

保
健

師
や

児
童

福
祉

司
が

増
員

さ
れ
て
い
る
と
は
い
え
、
そ
の
専
門

的
な
役
割
と
業
務
量
か
ら
み
れ
ば
、

さ
ら
な
る
増
員
が
必
要
で
あ
る
。
あ

わ
せ
て
、
施
設
改
修
を
今
後
も
進
め

る
と
同
時
に
、
土
浦
児
童
相
談
所
な

ど
県

南
地

域
に

一
時

保
護
所

の
設

置
を
検
討
す
る
こ
と
。
 

○
保
健
所
庁
舎
は
、
９
保
健
所
の
う
ち
５
保
健
所
が
築

4
0

年
を
経
過
し
、
老
朽
化
・
狭
隘
化
が
進
む
ほ
か
、
３
保

健
所
が
浸
水
想
定
区
域
内
に
立
地
し
て
い
る
こ
と
か

ら
、
土
浦
保
健
所
の
建
設
工
事
の
ほ
か
、
古
河
、
潮
来
、

竜
ケ
崎
、
つ
く
ば
の
４
保
健
所
の
建
て
替
え
や
移
転
に

向
け
、
基
本
設
計
を
実
施
し
、
保
健
所
の
機
能
を
強
化
。 

 ［
参
考
］

 
（
 ）

は
一
財
 

R5
 当

初
：

 6
9,
40
0
千
円
（
 
1
7
,
4
00

千
円
）
 

R6
 当

初
：

66
2,
82
7
千
円
（
2
3
7
,
5
22

千
円
）
 

○
今
後
の
保
健
所
の
体
制
に
つ
い
て
は
、
こ

れ
ま
で
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
対
応
の
課
題
等
を
踏
ま
え
、
人
員
や
組

織
体
制
の
充
実
・
強
化
に
努
め
て
い
く
。
 

２
 

医
療
福
祉
費
支
給
制
度
（
マ
ル

福
）
に
つ
い
て
 （

保
健
政
策
課
）
 

子
ど

も
の

医
療

費
助

成
に

つ
い

て
、
県
の
外
来
補
助
を
高
校
３
年
生

ま
で
対
象
を
拡
大
す
る
こ
と
。
精
神

障
害

者
２

級
に

つ
い

て
も
助

成
対

象
に
拡
大
す
る
こ
と
。
 

○
本
県
の
財
政
状
況
、
身
体
障
害
者
・
知
的
障
害
者
と
の

公
平
性
等
を
勘
案
す
る
と
と
も
に
、
他
県
の
事
例
も
参

考
に
検
討
し
た
結
果
、
精
神
障
害
者
保
健
福
祉
手
帳
２

級
を
保
持
し
、
か
つ
、
中
度
の
身
体
障
害
者
手
帳
又
は

療
育
手
帳
を
保
持
す
る
、
い
わ
ゆ
る
重
複
保
持
者
を
、

令
和
６
年
４
月
か
ら
新
た
に
適
用
対
象
に
加
え
る
こ

と
で
令
和
６
年
度
予
算
案
に
計
上
。
 

 ［
参
考
］

 
（
 ）

は
一
財
 

重
度
心
身
障
害
者
医
療
費
助
成
事
業
 

R5
 当

初
：

3,
23
2,
19
3
千
円
（
3
,
2
32
,
1
93

千
円
）
 

R6
 当

初
：

3,
47
6,
19
5
千
円
（
3
,
4
76
,
1
95

千
円
）
 

○
本
県
の
小
児
医
療
費
助
成
制
度
の
外
来

補
助
に
関
し
、
現
状
よ
り
も
県
の
負
担
を

拡
大
す
る
こ
と
に
つ
い
て
は
、
本
県
の
財

政
状
況
な
ど
を
勘
案
し
な
が
ら
、
慎
重
に

検
討
す
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
て
い
る
。

な
お
、
本
来
、
子
ど
も
に
関
す
る
医
療
費

助
成
は
、
国
が
責
任
を
持
っ
て
全
国
統
一

し
た
基
準
で
実
施
す
る
と
と
も
に
、
そ
の

財
源
も
国
が
負
担
す
べ
き
も
の
で
あ
り
、

国
に
よ
る
子
ど
も
の
医
療
費
の
公
費
負

担
制
度
創
設
に
つ
い
て
、
全
国
知
事
会
や

中
央
要
望
で
、
引
き
続
き
要
望
を
し
て
い

く
。
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３
 

在
宅
医
療
の
推
進
に
つ
い
て
 

（
健
康
推
進
課
）
 

超
高

齢
社

会
の

進
展

に
伴

い
高

齢
者

の
在

宅
医

療
の

ニ
ー
ズ

が
増

加
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
在
宅
医
療

の
推
進
は
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
。
医

師
や

看
護

師
な

ど
医

療
専
門

ス
タ

ッ
フ
の
確
保
に
取
組
み
、
早
期
の
在

宅
医
療
の
充
実
に
努
め
る
こ
と
。
 

○
在
宅
医
療
提
供
体
制
の
整
備
促
進
 

・
在
宅
医
療
を
推
進
す
る
拠
点
と
し
て
県
医
師
会
に
茨

城
県
地
域
包
括
ケ
ア
推
進
セ
ン
タ
ー
を
設
置
し
、
郡

市
医
師
会
や
関
係
団
体
等
と
連
携
を
と
り
、
医
療
機

関
の
在
宅
医
療
の
参
入
や
相
互
協
力
す
る
診
療
体
制

の
構
築
、
多
職
種
連
携
を
支
援
。
 

・
医
師
に
つ
い
て
は
、
地
域
枠
等
の
修
学
資
金
貸
与
制

度
や
医
学
部
進
学
者
向
け
教
育
ロ
ー
ン
利
子
補
給
事

業
に
よ
り
、
医
科
大
学
を
卒
業
後
の
一
定
期
間
、
県

内
の
医
師
不
足
地
域
等
に
勤
務
す
る
医
師
の
養
成
に

取
り
組
ん
で
い
る
。
 

・
看
護
師
に
つ
い
て
は
、
訪
問
看
護
の
初
心
者
か
ら
管
理

者
ま
で
段
階
に
応
じ
て
必
要
と
な
る
知
識
・
技
能
を

習
得
す
る
研
修
や
、
難
病
等
に
関
す
る
専
門
知
識
・
技

術
を
習
得
す
る
研
修
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
訪

問
看
護
師
の
確
保
や
質
の
向
上
を
図
っ
て
い
る
。
 

［
参
考
］

 
（
 ）

は
一
財
 

地
域
包
括
ケ
ア
推
進
セ
ン
タ
ー
事
業
 

R5
 当

初
：

17
,1
71

千
円
（
－
千
円
）
 

R6
 当

初
：

17
,1
71

千
円
（
－
千
円
）
 

医
師
修
学
資
金
貸
与
事
業
費
 

R5
 当

初
：

1,
00
0,
92
0
千
円
（
2
2
5
,8
8
9
千
円
）
 

R6
 当

初
：

1,
08
5,
92
0
千
円
（
2
3
9
,8
7
0
千
円
）
 

医
師
教
育
資
金
利
子
補
給
事
業
費
 

R5
 当

初
：

49
,0
37

千
円
（
－
千
円
）
 

R6
 当

初
：

53
,8
55

千
円
（
－
千
円
）
 

訪
問
看
護
支
援
事
業
費
 

R5
 当

初
：

15
,1
37

千
円
（
－
千
円
）
 

R6
 当

初
：

15
,1
37

千
円
（
－
千
円
）
 

 

○
第
８
次
保
健
医
療
計
画
に
お
け
る
「
在
宅

医
療
に
お
い
て
積
極
的
役
割
を
担
う
医

療
機
関
」
や
、
「
在
宅
医
療
に
必
要
な
連

携
を
担
う
拠
点
」
を
中
心
に
市
町
村
の
在

宅
医
療
・
介
護
連
携
推
進
事
業
と
連
携

し
、
在
宅
医
療
の
提
供
体
制
整
備
を
進
め

て
い
く
。
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４
 

県
民
の
健
康
増
進
に
つ
い
て
 

（
健
康
推
進
課
、
生
活
衛
生
課
）
 

県
民

の
健

康
増

進
に

は
安

全
で

安
心
な
食
材
の
提
供
、
適
度
な
運
動

に
よ

る
柔

軟
で

血
液

循
環
を

良
く

す
る
こ
と
が
大
切
な
の
で
、
重
要
課

題
と
し
て
検
討
す
る
こ
と
。
 

 

○
県
民
が
年
齢
や
身
体
状
況
に
応
じ
た
運
動
を
身
近
で

実
践
で
き
る
環
境
づ
く
り
を
継
続
し
て
支
援
。
（
※
）
 

・
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
ア
プ
リ
を
活
用
し
た
ヘ
ル
ス
ケ
ア

ポ
イ
ン
ト
事
業
の
実
施
。
 

・
従
業
員
の
健
康
増
進
に
積
極
的
に
取
り
組
む
事
業
所

を
「
い
ば
ら
き
健
康
経
営
事
業
所
」
と
認
定
し
、
事

業
所
内
に
お
け
る
運
動
習
慣
の
定
着
を
促
進
。
 

・
運
動
等
の
普
及
啓
発
に
取
り
組
む
個
人
や
団
体
を
表

彰
し
、
運
動
の
習
慣
化
を
支
援
。
 

○
食
品
営
業
施
設
情
報
、
監
視
指
導
結
果
の
登
録
な
ど
の

デ
ジ
タ
ル
化
推
進
に
向
け
た
、
食
品
衛
生
管
理
シ
ス
テ

ム
更
改
に
よ
る
監
視
指
導
の
効
率
化
。
 

○
食
品
営
業
施
設
の
監
視
を
行
う
人
材
の
育
成
及
び
資

質
の
向
上
。
 

［
参
考
］

 
（
 ）

は
一
財
 

上
記
（
※
）
に
関
連
す
る
事
業
費
の
合
計
 

R5
 当

初
：

26
,5
46
 千

円
（
26
,
5
4
6
 千

円
）
 

R6
 当

初
：

26
,5
94
 千

円
（
26
,
5
9
4
 千

円
）
 

食
品
衛
生
監
視
費
 

R5
 当

初
：

31
,4
91

千
円
（
△

7
1
,
52
4
千
円
）
 

R6
 当

初
：

55
,9
19

千
円
（
△

4
7
,
29
0
千
円
）
 

○
健
康
づ
く
り
に
つ
い
て
は
、
健
康
い
ば
ら

き
2
1
プ
ラ
ン
等
に
基
づ
き
、
個
人
の
取

組
を
、
行
政
に
加
え
、
地
域
や
学
校
、
職

域
な
ど
社
会
全
体
で
支
援
す
る
こ
と
に

よ
り
、
県
民
の
健
康
づ
く
り
活
動
を
推
進

す
る
。
 

５
 

動
物
愛
護
に
つ
い
て
 

（
生
活
衛
生
課
）
 

動
物

指
導

セ
ン

タ
ー

に
収

容
さ

れ
た

犬
猫

の
不

妊
及

び
去
勢

手
術

へ
の
助
成
、
譲
渡
制
度
の
推
進
な
ど

に
加
え
、
犬
の
殺
処
分
ゼ
ロ
を
実
現

す
る
た
め
の
譲
渡
に
当
た
っ
て
は
、

セ
ラ

ピ
ー

犬
養

成
が

で
き
る

よ
う

に
推
進
さ
れ
た
い
。
 

○
犬
猫
殺
処
分
ゼ
ロ
を
目
指
す
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
業
に

よ
り
、
譲
渡
犬
猫
の
不
妊
去
勢
手
術
費
等
を
助
成
し
、

譲
渡
を
推
進
。
 

［
参
考
］

 
（
 ）

は
一
財
 

犬
猫
殺
処
分
ゼ
ロ
を
目
指
す
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
業
 

R5
 当

初
：

65
,1
95

千
円
（
65
,
1
3
8
千
円
）
 

R6
 当

初
：

66
,8
03

千
円
（
66
,
7
3
2
千
円
）
 

〇
セ
ラ
ピ
ー
犬
を
養
成
す
る
団
体
に
対
し
、

犬
猫
殺
処
分
ゼ
ロ
を
目
指
す
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
事
業
を
活
用
し
、
そ
の
活
動
を
推
進

し
て
い
く
。
 

 

-
 4

 -


